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名古屋都市センターの新たなる船出に際して

（財）名古屋都市センターが平成3年7月に発足して早いもので

8年が経過しました。この間に我が国の社会経済は大いなる変革

の時を迎え、企業も行政もそして市民一人ひとりもその足許を見

つめ直さざるを得ない厳しい時代へと大きく転換してまいりました。

今般パラダイムシフトということが各方面でいわれているように、

地方のまちづくりにおいても地方分権が現実の形となってきており、

地方自治体の役割がますます重要になりつつあると考えております。

それに伴い、従来のあり方をただ踏襲するのではなく新しい行政、

新しいまちづくりのあり方について真剣に考えていかなければいけ

ない時代に差し掛かってきているのだと考えております。

このような中で、当センターはさる3月に金山南ピルヘの移転を

機会に本格稼働を始めたわけですが、まちづくりのシンクタンクと

して、また人材や情報交流の核としてますます機能を発揮していか

なければなりません。その一環として、新たにまちづくり広場をオ

ープンして名古屋の過去と今後のまちづくりを来館者にわかりやす

くこ＇紹介するとともに、市民活動を行っているグループヘの活動助

成を開始しました。また、市民や研究者の方にも当センターで研

究を行っていただけるように市民研究員、特別研究員制度を設け

るなど、一層皆さんに利用して頂けるセンターを目指しております。

今後とも当センターの活動に温かい眼差しを向けていただきます

よう、お願い申し上げます。

平成11年8月

（財）名古屋都市センター

理事長西尾武喜
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まちづくりの新しい動き
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1まちつくり組織の新しい動き
New Movement of Machizukuri(Community Design) Organization 

新しいまちづく組織の現状と果たすべき役割
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民設民営NPO支援施設の開設運用からみえるもの
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後房雄 Fusao Ushiro 市民フオーラム21NPOセンター名古屋大学教授

石井伸弘 Nobuhiro Ishii 市民フオーラム21NPOセンター

自治体シンクタンクと 「まちづくり支援」のきずな ―仙台都市総研の試みとゆらぎから一

The Role of Municipal Think-tank in Community Design -Reviewing the Challenge of Sendai Urban Resea「chForum-

岩澤 克輔 Katsusuke lwasawa 仙台都市総合研究機構主任研究員

市民民間を背景としたまちづくり組織の活動紹介

Partnarship and Participation Between Citizen(Machi-shu) and Local Government in Kyoto 

寺田 敏紀 Toshinori Terada （財）京都市景観・まちづくりセンター事務局次長

まちづくり支援の実験ーーアリスセンターの10年と今後の展望
Activities of Alice Center in Community Design 

川崎 あや Aya Kawasaki アリスセンター（まちづくり情報センター ・かながわ）事務局長

広小路商店街とともに

Living Shopping Street -Hirokouji Central Mall-

安藤 幸治 Koji Ando 広小路中央商店街振興組合理事長

まちづくりを支える地域型資金 ーアメリカのコミュニティ財団に学ぷー

Roles and Funtions of Community Funds -Lessons From American Communit-{ Foundations-

岸本 幸子 SachikoKishimoto 

海外便り● Essay

， ブラジリアの都市構造と都市交通
Urban Structure and Transportation of Brasilia 

山本 幸司 Yamamoto Koshi 名古屋工業大学工学部社会開発工学科教授

自主研究● Research 

金城埠頭の商業ポテンシャルに関する研究

Possibility of Urban Development at Kinjo Pier in Nagoya Port -Focused on Commercial Activities-

大野孝宏 TakahiroOono 名古屋港管理組合企画調整室主査 前名古屋都市センター



[
特
隻
ま
ち
つ
く
り
組
織
の
新
し
い
動
き

n畠
＼

•
し
，
U

"

5

5

ピ＂

2
 

市民フオーラム21• NPOセンター
●総合的複合的NPO支援施設

一
OYA  

1 バソコンはNPO知多ネットより無償貸与．

インターネットヘの接続は24時間可能．

2 喫茶「ドリーム」のマスターとポランティア達．

マスター達は全て脳溢血などの後遺症を持った方々．

3 インキュベートオフィス入居団体のミーティング風景．

イギリスの最も代表的な中間団体である

NCVO(National Council Voluntary Organisation :全国ポランタリー団体協議会）



アリスセンター （まちづくり情報センター•かながわ）

神奈川の市民活動の情報拠点

情報誌「らびっと通信」

1 アリスセンター事務所

2 ファイパーリサイクルネットワーク

3 かながわNPO研究会フォーラム
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仙台都市総合研究機構
自治体シンクタンク

1 安全 •安心まちづくり女性フォーラム・ワークショップ

2 安全•安心まちづくり女性フォーラム・タウンウォッチング

3 市民研究員による公園プランづくり・ワークショソプ

4 仙台市民活動サポートセンター
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［海外便り］ ブラジリア ． 
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テレビ搭からみた国会議事堂と官庁街

SQLで新規開発されるクアドラの計画図

緑多いクアドラ内の低層住宅

ブラジリア市街図

パラノア湖対岸への連絡橋のリパーシブルレーン

ブラジリア内のパス停

クリチパ市のチューブ型パス停
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図
罰名古屋都市センタ一
Nagoya U『banInstitute 

金山南ピル 14F会謙室フロア

13F事務室・研究室フロア

12Fまちづくりライブラリー
美術1!!

llFまちづくり広場

新しくなった名古屋都市センター

名古屋の副次拠点である金山の核として建設された金山南ビ

ルに今年3月25日に移転して、名古屋都市センターは大きく

生まれ変わりました。

まちづくり広場、ライブラリーといった来館者のための施設

も充実し、多くの方に「まちづくり」を身近に感じていただけ

るよう努めてまいります。
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はじめに

平成11年は（財）名古屋都市センターにとり大きな変化の年となりました。

3月に事務所が金山南ビルヘ移転しただけでなく業務的にもいくつかの新し

い事業を開始しましたし、人員的にも拡充されました。このような中で、今

年度はアーバンアドバンスも新しさ にこだわり、「まちづくりの新しい動き」

を年間のテーマとして取り上げていくことにしました。

今回の第14号はこの中でも「まちづくり組織の新しい動き」を特集します。

ご承知のように、近年まちづくりの分野では、住民参加、市民参加が大き

なキーワードとなっているわけですが、実務的にはどこも悩みつつというの

が現実であったかと思います。一方、98年4月に特別非営利活動促進法(NPO

法）が制定され、従来法人格を取得できなかった市民グループにも法人とし

ての活動の途が開かれました。それとともに各種の市民活動のサポートセン

ターが生まれたり、行政と市民との間に立つことを主たる役割とする組織も

生まれ、市民参加を取り巻く状況はここ l、2年でかなり整ってきています。

このような中で、ここでは広い意味でのまちづくりに携わる様々な組織の

役割、ねらいと現状について特集し、今後の市民と行政のより良い関係を考

えていきます。



次世紀へ向けてのまちづくり組織の新しい動き

千葉大学工学部客員教授材木 泰妻息

はじめに
シップである。新しいまちづくり組織の叢生を、

この視点から取り上げたい。

1990年代、日本のまちづくりは大きな転換点

を迎えた。欧米諸国と比較すると余りに遅い転

換ではなかったかという批判がある。しかし、

「遅さ」については一様に語ることはできない。

第1に、住民は、ボランティア元年と言われ

た阪神大震災後の活動の盛り上がりに象徴され

る意識変革が急速である。1998年3月に議員立

法により制定された通称NPO法がさらに住民

自発の活動の広がりに勢いを与えている。

第2に、国会レベルでは大改革立法が相当進

んできた。地方分権基本法の具体化にともない、

自治体職員に住民主体のまちづくりにいよいよ

本格的に取り組む時期がきたという認識の高ま

りが顕著になってきた。

1992年の都市計画法改正において、新たに市

町村に都市計画マスタープランの策定を義務づ

けると共に策定過程における住民参加をも義務

づけたことも、この動きと一致している。

第3に、行政は状況への対応が硬直的で、鈍

く、際だって転換期への遅いのが特徴である。

しかし、そこには、いくつかの注目すべき変革

への芽が生まれている。

特に注目すべきは、住民と自治体とのパート

ナーシップの動きが急速なことである。この現

場からは、住民の著しい成長はもとよりである

が、硬直的といわれる行政にも成長と変化が生

まれつつある。

キーワードは参加と NPOそしてパートナー

1 参加を支える方法の普及と
民間ネ ットワークの登場

まちづくりワークショ ップの全国的普及

90年代のまちづくりを参加の制度面と自治体

の現場での参加の実態面とから評価すれば制度

面の進展が限られたのに比較して、実態面の進

展が大きかったと言えよう 。

即ち、参加に関しては「都市マスタープラン」

への住民参加の義務づけ、河川法の改正による

参加の機会の導入があった。これは欧米諸国と

比較した場合の立ち後れの大きさと比較すると

きわめて不十分だといわざるを得ない。一方、

実態面では自治体独自の参加組織の創設、まち

づくりワークショップ（略称：まちワーク）の

方法の発展と普及などは80年代とは全く異なる

様相を見せた。

しかし、制度上行政が決定権を占有しつつ、

この権限に支障のない範囲で参加を取り入れる
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のでは、もはや高まる住民意識に応えきれない

現実がある。“新しい公共＂を担うのは明らかに

行政のみではない。住民 •NPO を含む民間非営

利セクターが行政と共に公共を担うべき時代だ

という認識が必要である。

次世紀初頭の課題は、地方分権の徹底を図る

とともに、参加の実態面に追いつく制度の飛躍

的な拡充を実現することである。以下には、現

場での新しい組織の動きを追うこととしよう 。

(1) まちづくりワークショ ップの普及

4 ~ 6人の小グループに分かれ、市民と行政
職員が文字どおり同じ席について、従来は考え

られないほど率直に対話している。ときには参

加者がテーブル毎に群がって、色紙を切り抜き

模型づくりに熱中する。この有り様は、行政の

市民向け説明会では想像も出来ない。住民 ・行

政両者が対話する作業会議方式は、まちづくり

ワークショップ（通称「まちワーク」）と呼ば

れ、90年代に入って加速度的に全国に普及した。

わたしが近年参加した「まちワーク」だけでも、

高知、香北、松江、北九州、湯布院、京都、神

戸、堺、小松、名古屋、横浜、川崎、鎌倉、東

京、千葉、川口、古河、高森、新潟、村上、青

森、帯広等の各地に及ぶ。もはや「大都会の先

進地でのみ可能な手法だ」という人もいない。

(2) 参加の実践が住民と自治体職員のパート

ナーシ ップを生み出す

「私たちの案が取り入れられて公園が出来る

のですもの、住民に気持ちよく活用されるように

運営をしていく責任が住民にもあると思う。」公園

設計に熱心に参加してきた母親の感想である。

「あの公園に行くと自分のうちに帰ってきた

みたいにほっとした気持ちになるんですよ」公

園担当の係長さんの言葉である。

「まちワーク」に参加した住民や自治体職員の

意識は、対等な人間関係の中での支え合いの気

持ちへと成長していく 。最早、住民の姿勢は自

分達の要求を自治体に突きつけ、それを呑ませ

さえすれば良いと言うパターンとは全く異なる

12 

次元にある。自治体職員の姿勢も事業さえ実施

できれば住民には関わらずにすむ方がよいと言

うのではなくなっている。

しかも両者は、なれ合いの関係ではない。む

しろ率直に厳しく討議しあえる土俵にいる。そ

れぞれの主体性が明確な、自立したもの同志の

協働、つまりはパートナーシップの成立へと向

かっているのである。

(3) 「わくわくワ＿クショ ップ全国交流会」

1994年に商知県香北町で、住民自発の手に

よって開催された「わくわくワークショップ全

国交流会」には全国各地から400人もの参加者が

集まった。96年には北九HI市で市民と各地から

の参加者併せて千人に達する大交流会が開催さ

れた。99年5月には新潟県大潟町で第3回が行

われた。

これらの交流会は、「まちワーク」を実践し、あ

るいは「まちワーク」を学びたいと思う人々の

思いから発し、自発のネットワークにより開催

される大会である。と同時に、開催の名乗りを

上げる地域には、「まちワーク」へのつよい関心

を持つ人々がおり、その人々を支える協慟の関

係が生み出せる地域である。交流会の発意と企

画は住民主導であることが暗黙のルールとなっ

ており、また発意と企画はあくまでも各地の住

民の意志に委ねられることとなっている。した

がって定期的な開催を予定して次の開催地を定

めることはしない。名乗りを上げた地域の企画

が魅力的であるか否かが勝負になるのである。

したがって、この交流会のための全国組織があ

るわけではない。

新潟の交流会ではサイバーネットによる緩や

かな関係づくりが提案されており、今後の展開

が注目される。新しい組織のあり方が模索され

ているといえよう 。この全国交流会は、「まち

ワーク」の全国スケールのボランタリーなネッ

トワーク形成にきわめて重要な役割を果たし、

普及を加速するのに大きな効果があった。

交流の体験共有と人脈によって各地の参加の



まちづくりのひろがりが促進されたのである。

2 住民主体のまちづくりを
支える自治体組織の登場

(1)住民自発のまちづくりを支える専門組織

“世田谷まちづ くりセンター”

「まちワーク」の手法は実に多種多様であるこ

とが、世田谷まちづくりセンター（通称まちセ

ン）発行の「参加の道具箱」を一読すれば分か

る。「まちセン」が毎年2回開催する「まちづく

り実践講習会」には受講生が全国各地から集ま

る。「参加の道具箱」は、“まちづくりびと＂の

間では人気のベストセラーであり、「まちセン」

の自主財源づくりの主役である。各地で開催さ

れる「まちワーク」は、「道具箱」 か「実践講習

会」に学んだ人々が担っているといっても過言

でない。

世田谷まちづくりセンターは、 1992年、「第 1

に住民のまちづくりを支援すること、第2に自

治体の主催する参加のまちづくりを支援するこ

と」を目的として（財）世田谷区都市整備公社

に創設された。住民参加の実践経験を積んだ専

門家を擁し、その切り札となる「まちワーク」

の方法・技術を持つ組織であり、住民と共にま

ちづくりに取り組む点で他の自治体の「まちづ

くりセンター」とは異なる存在となった。

都市計画マスタープランの制度化に先駆け

て、広範な住民参加による世田谷区都市整備方

針の策定作業を企画運営したほか、区内各地の

住民主体のまちづくりや住民参加を支援し多く

の実績を残している。また多数の自費出版の図

書によって参加のまちづくりの実践を支援する

発信を続けている。

世田谷まちづくりセンタ ーの組織は逐次拡充

されており、最近では世田谷区街づくり条例に

基づく専門家派遣などもここが所管する仕糾み

となっている。

次世紀へ向けてのまちづく り組織の新しい動き

(2) 専門家派遣制度の飛躍的拡充“こうべまち

づくりセンター”

神戸市のまちづくり協議会支援や専門家派遣

は、神戸まちづくり条例（1981年制定）に基づ

く支援措置として震災前から活用されていた。

大震災後の神戸市では復巽区画整理、復興再

開発、市街地住宅総合整備事業など住宅・住環

境整備さらにはマンション再建の対象地区を中

心に続々とまちづくり協議会が立ち上がり、こ

れを支援することが復楔上の急務となった。

1993年、 （財）神戸市都市整備公社に設立された

「まちづくりセンター」は、震災前は「主に後方

支援的な業務が中心であり、地域住民に対する

直接的支援にはほとんど関わりを持っていな

かった。」（明石1999)が、 震災後、神戸市の都

市計画と住宅・住環境整備の両部門を併せー元

的に前記支援措置の実施が委託されることに

なった。

「まちづくりセンター」は阪神淡路復興基金

からの財源をもとに、 95年発足以来98年6月末

までに194地区に専門家を派遣した。このうち建

築物共同化・協調化計画及びマンション再建計

画では併せて78地区で事業化に成功し、新たに

3,599戸の住宅供給の成果を上げている。

まちづくり協議会運営支援や専門家派遣は、

神戸市、世田谷区が1980年代からはじめ、各地

に波及してきた。“こうべまちづくりセンター”

のケースは、これを財源面で大幅に拡充し、体

制を強化して強力に事業を推進し支援したもの

であり、まちづくりセンターの新しい可能性を

示すものとなった。

(3) 自治体によるボランティア活動の総合的支

援の拠点：か ながわ県民活動サポートセ ン

ター

神奈川県が、 95年の大震災後のボランティア

活動への社会的関心の高まりに対応する施策と

して、 96年4月にオープンした施設である。既

存ビルの利用見直しにより空いた空間をボラン

ティア活動グループの拠点として整備し、グ
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ループが自由に利用できる場として提供してい

る。基本的に利用の仕方は活動グループに委ね

られ、印刷機、紙折り機、コピー、活動団体の

レターケース、ロッカー、展示コーナーなどを

自由に利用できる。また、ボランティア活動や

団体運営についての情報・相談コーナーもあり、

職員・アドバイザーが対応している。

市民活動グループは常に活動拠点の確保に悩

むものである。この点に対応する新しい支援の

あり方を示しているといえよう 。

3 パートナーシップ型まち
づくりを支える人材の養成

住民・行政協慟の研修システム

(1) 住民と行政職員が共に学ぶ松江市のまちづ

くり研修

島根県松江市は、1996年から市民と行政職員

対象の「参加のまちづくりの体験型研修」を聞

始した。「まちワーク」を学びつつ、まちづくり

の提案をまとめ発表する。

半年ほどに 6回の研修を行う 。こうして毎年

蓄積される住民、行政職員の人材を活かすため

に、松江市は 2年目からは都市デザイン委貝会

と都市デザインワーキングチームを発足させ

た。ワーキングチームは、市民に公開されたワー

クショップの場であり 、委貝会にかける都市デ

ザインの案件を予め、その現場で確認し市民の

提案をまとめるのが役割である。研修を受けた

人材は、ここに実践の機会を与えられ、さらに

経験を積むことになる。

住民と職員とが研修の場を共にすることは、

ワークショップの生む水平の対話の関係の中

で、両者のわだかまりを取り除き、相互に学習

し、提案をまとめる体験を共有する機会となる。

さらに、ワーキングの場を経験することにより、

行政職員は住民参加が文字どおりパートナー

シップ実践の機会となることを実感する。この

蓄積が、以下の幹線道路の拡幅という 一般には
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住民参加が難しいといわれる題材にも挑戦しう

る人材を育てることになった。

(2) 島根県の幹線道路計画への住民参加に活き

る人材

松江市の人材に杵目したのは島根県景観自然

課である。宍道湖沿岸の国道の拡幅とこれに伴

う沿道の公園整備の計画案を県民の参加を得て

検討することにしたのである。

98年秋から99年 1月にかけて 3回の「まち

ワーク」が開催され、住民から多くの点につい

て創造的提案を貰うことに成功した。この状況

を跨まえて県松江土木事務所は中心市街地の幹

線県道「駅通り線」の拡幅整備の計画案につい

ても同様に、3回の「まちワーク」による検討を

企両することになった。これらの挑戦は、研修

により育った住民の参加と松江市職員の協力を

得られること、さらには「まちワーク」の成果

への信頼により可能とな ったものである。

市民と行政とが共に参加する研修は、私が現

在関わっているだけでも新潟市と北九1+1市など
がある。これらの都市では人材の蓄積が参加の

まちづくりの領域で様々な I]I能性を広げている

のである。

4 まちづくり NPOの登場

(1) 住民まちづくりの分野で期待される「自立

したまちづくり NPO」

日本のまちづくりの現状はタテワ リ中央集権

制度のもとで分断され閉息状況にある。

高齢社会対応の介護保険を地域住民がどう活

用し、運用してゆけるか。多様化するライフス

タイ ルに応じた居住者参加型住宅を誰がどの様

に供給し運営するか。居住地域の中での仕事お

こし（われわれはこの視点の対象となる仕事を

コミュニティ ・ピジネスと呼ぶ）への期待にど

う応えるか。そして暮らしの場（地域）を日常

どのように支え、より住み良くしていけるか、

いずれも行政や企業にのみ委ねておける問題で



はない。

NPO社会に期待されるニーズは上記の領域

だけでも多岐にわたる。しかもボランティア活

動のみでは充分な対応が困難であり、適切な専

門家を有する NPOの協力が必要な課題が山積

みである。

各専門家の前にある課題は総合すれば“まち

づくり”と呼ばれる分野を成す。“もの＂として

の環境に加えて、さらに広く高齢者 ・障害者の

福祉、住民の起業、職業上の技能獲得のための

訓練 ・就業機会の創出、子どもの社会参加など

のソフトの領域を含めた課題に対応するのをコ

ミュニティ・デイヴェロップメント（意訳すれ

ば‘‘住民主体のまちづくり”）と言う。この住民

主体のまちづくりの分野に住民と共にチャ レン

ジする専 門家による「自立したまちづくり

NPO」の登場が各地で待望されているといえよ

つ。
(2) 民間非営利活動法人「玉川まちづくりハウ

ス」の登場

玉川まちづくりハウスは、1991年に2人の建

築家小西玲子・伊藤雅春夫妻と私の 3人でス

タートした‘‘住民主体のまちづくり”に取り組

む「無認可NPO」であり、現在、 NPO法の特

定非営利活動法人の認証を申請中である。地域

の公園デザインヘの住民参加を支えることから

始まった活動はソフト、ハードを問わず地域の

問題への関わりを深くしている。

現在、ハウスには、小西さんに加えて女性ディ

レクター今井雅子さんが専従になっており、地

域の様々な人材が運営に参加している。専門ス

タッフとして宅建業の免許を持つ不動産コンサ

ルタント、税理士、測最士が協力し、近くの大

学からは学生スタッフが参加している。小西・

今井両氏は地域の人間関係、地元のネットワー

クに詳しく、小西さんは数年前から世田谷区の

住宅相談員の役も引き受けている。

こうした多方面の専門家が集まって、ときに

は地域住民の土地売却の相談にのる。ミニ開発

次世紀へ向けてのまちづくり組織の新しい動き

業者の手に敷地が渡らないようにする手がかり

をつかもうと頭をひねる。個人の悩みに地域で

対応しようというわけである。

ハウスは、 98年春には高齢者在宅サービスセ

ンターの設計への住民参加支援を終わり、セン

ター建設後の運営を見越したボランティア紺織

の発足に関わっている。その一環として97年末

からはハウス分室“王川亭”で「お試しデイケ

アー」をはじめている。

一方、 97年春からは、地域の宅地細分化防止

の規制導入のために「まちづくり協議会」の設

立に力を尽くし、地区計画策定を手伝い、 98年

末には、ようやく世田谷区に地域住民による「地

区まちづくり方針」を提出する事に成功してい

る。

「まちづくりハウス」は、コミュニティのくら

し、すまい、まちの問題、つまりは「住民主体

のまちづくり」の最も身近な専門組織である。

5 住民自発のまちづくりを
支える民間非営利の資金

(1) 住民自発のまちづくりを支える民間基金・

助成財団の増加

住民まちづくり活動団体は、最近では、民間

基金・助成財団の公募に対して敏感である。1980

年代にトヨタ財団が始めた公募方式の市民活動

団体助成「身近な環境を見つめ直そう」を嘲矢

として、 90年代には、まちづくりの住民活動団

体に支援する財団が徐々にではあるが増加して

いる。日本青年会議所により設立された（財）

まちづくり市民財団や、（財）ハウジングアンド

コミュニティ財団などである。また、世田谷ま

ちづくりファンドや「函館からトラスト」など

公益信託による基金を設けて支援する方式も登

場している。

注目すべきは大震災後に被災地を対象に復製

住民活動支援を目的に設立された基金である。

復輿期に民間非営利の基金が複数誕生したこと

15 



Urban • Advance No.14 1999. 8 

は行政の財源や赤十字の義捐金に限られてきた

非営利賓金に新しい資金の流れを創った点で画

期的なことであった。

阪神・淡路の被災地全域を対象としては、1995

年9月に阪神 ・淡路ルネッサンスファンド

(HAR基金）が住民主体の復興まちづくり支援

を目的に東京の市民を中心に設立された。取崩

し前提の募金型基金として今日に至るまでに復

興住民まちづくり組織や、これを支援する専門

家の活動グループなど約50団体に対して助成し

ている。

96年5月には日本財団の出捐により阪神淡路

コミュニティ基金 (HAC基金）が「被災市民の

心身ケア」を目的とする活動支援のために 3ヶ

年8憶円全額取り崩しの巨額な基金として設立

された。すでに 3年の助成期間を終え、100件を

超える助成の成果を残している。

公益信託 神戸まちづくり六甲アイランド基

金は、神戸市域内を対象に国際コミュニティづ

くり、文化的な都市環境づくり等の活動を助成

することを目的に、目標10億円の基金をめざし

図1 世田谷区の住民まちづくり支援システム

て積水ハウスにより同じく96年に設立された。

98年夏までに住民団体など非営利組織を主対象

に約70件、合計 1億円余りの助成を行ってきた。

神戸市を中心として行われたこれらの民間非

営利基金の助成は、従来の日本には見られない

規模と幅広い内容を守っており、その成果が今

後どのように現れるか注目される。

(2) 住民自発のまちづくり活動を支える社会シ

ステム構築をめざす：世田谷まちづくりファ

ンド

世田谷まちづくりファンドは、住民によるま

ちづくり活動支援の社会的仕組みの将来像を描

き、この実現をめざす構造を持つ点が地域に根

ざす基金として重要であり、またユニークな点

である（図 l参照）。

想定している構造は、助成の部門に現れてい

る。①まちづくりはじめの一歩部門、 ②まちづ

くり活動部門、③まちづくりハウス部門、そし

て、 ④ まちづくり交流部門である。③、④は、

まちづくり NPOへと発展し、①、 ②の活動を

支援するとともに、まちづくりボランティアの

世田谷区の住民まちづくり支援システム 1999.6．作成

＇中驀輯

相互協力
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住民まぢづくりグループ

| ファンド這宮委m | 

I ファンド協カスタッフ 1 

Iファンド事務Jll



活動の拠点を創り、活動の核となり、新たな活

動の機会を開くことが期待されている。

まちづくりファンドは93年以来、毎年総額500

万円の財源で市民の自主的まちづくりへの支援

を続けている。＊I 6年間で59グループに査金支

援をし、多くのまちづくりグループが育ってき

た。まちづくり NPOに発展することを期待され

る「まちづくりハウス」も 8つ誕生した。

まちづくり活動のカテゴリーは実に多様であ

り、住民が考える「まちづくり」は役所のタテ

ワリをはるかに超えて幅広い。”身近なまちづ

くりの領域を総合的に考える必要性がこの実態

から明らかであり、役所のタテワリの都合で「ま

ちづくり」を切り分けない視点が重要なことを

示唆している。

まとめ

未来のまちづくりを担う組織へ

まちづくりの新しい組織について、従来の都

市計画・建築行政の範囲には囚われない見方で、

住民参加と住民 ・行政のパートナーシップ、そ

して NPOを中心に取り上げてきた。

これらの組織はいずれも、従来の行政による

都市計画・建築・住宅関係組織とは異なってい

る。主流の組織ではなく傍流である。しかし、

地方分権のもとではむしろ 自治体独自のまちづ

くり組織が本流の組織である。

また、新しいまちづくり組織は自治体、住民、

そしてNPOの3者それぞれにあり、全体として

まちづくりの社会システムを形成していくので

ある。そこでは、もはや行政が全てを細部にわ

たって管理する必要はない。

まさにパートナーシップの時代が開かれ始め

ていると言えよう 。

冒頭に述べたように、この状況に対応しえて

いるのは、住民やNPOである。行政の対応は

遅れている。未来のまちづくりのためには行政

組織の改革、行政職員の意識変革が必須の条件

次世紀へ向けてのまちづくり組織の新しい動き

である。

第 1に、法律制度の枠から住民を見る視点か

ら、住民と共に制度を見、解決を探る視点への

根本的転換が必須である。「まちづくり」を行政

組織の都市計画関係部局と建築・住宅部局に関

わる範囲だと考えるのは、従来型のタテワリ行

政の枠に囚われているのである。‘‘まちづくりに

子どもは合わない ！”と叫んだ行政職貝に眼が

点になったという住民のエビソードがある。こ

れは、組織文化の囚人となっている旧時代型行

政職員が現代にもいることを物語っている。組

織文化の転換は住民主体のまちづくりへの関門

である。

第2は、今日のピラミッド型行政組織をフ

ラットな行政組織にするという組織原理の根本

的転換である。住民とパー トナーシップを組む

とすればそれが欠かせないだけでなく、現代の

スピードに対応する決断、タイミングの良い新

施策の創設などは、フラットな組織によるほか

には期待できない。

行政の改革と意識変革があって、はじめて住

民と行政は対等なパートナーとして活動できる

のである。

* l同ーグループが賽金支援を 3回まで受けることが
出来る。3回の間に査金的にも自立することを期待

し、かつ自立を促すためでもある。公募による応募

者に対し、公開審査の楊で応募者のプレゼンテー

ション、審査且と応募者の質疑、支援対象の選考、

支援賓金額の決定などを全て参加者の目の前で決

定する。完全に透明な手順をとった結果、この6年

間で一度も選考過程に不正の疑いを持たれる事態

は生じなかった。

* 2「まちづくりファンド」は公益信託という仕組みに
よって、役所が直接基金の活用、支援先の決定には

関与できないようになっている。それによ ってタテ

ワリの狭い枠にとらわれないようにしたのである。
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民設民営NPO支援施設の開設運用からみえるもの

-NPOプラザなこやの経験から一

市民フオーラム21• NPOセンター代表理事／名古屋大学法学部教授後： 房肱佳
市民フオーラム21• NPOセンター事務局専従 石•井：伸引』

今年の5月に、総坪数130坪のNPOサポート

施設が名古屋駅南地区に開設された。NPOが運

営する民設民営のNPOサポート施設としては、

これだけの規模のものは全国でも初めてであ

る。昨年12月にはNPO法も施行され、 NPOに

対して広範な注目が渠まる中で進められている

名古屋での全国的にも貴重なこの試みを紹介

し、そこから市民自治社会への展望を描いてみ

たし‘o

●新たな社会を担う存在： NPO

大きく社会システムの構成要素を考えると、

従来の日本においては行政と企業の二つが圧倒

的な比重をしめてきた。特に行政は、「生まれ

ながらの行政国家」といわれるような日本の近

代化の歴史的特徴に、 1930年代以降の「大きな

政府」に向かう国際的動向が重な って、経済、

社会、政治などのあらゆる領域をコントロール

してきた。それに多少とも対抗できたのは戦後

の高度成長をとげた企業くらいであった。

このようなシステムは、追い付き型近代化の

時代には存在意味があ ったし、成果もあげた。

しかし、もはや、いやおうなく最先進国の立場

に立たされている日本にと っては、欧米先進国

のモデルを効率よく取り入れるシステムの有効

性は終わり、社会のなかで大胆な試行錯誤を行

なって新しいモデルを作り出していくためのシ

ステムこそが必要になっている。

多数の行成による政治的決定を経る以前で

あっても、また、利益をあげる可能性が低くて

も、市民みずからが金（寄付）や労働力（ボラ

ンティア）を持ち寄って、自分たちとしては必

要と考える事業をとりあえず始めてみることを

可能にする仕組みがNPOにほかならない。実

は、障害者の共同作業所、保育所、最近の託老

所や介護グループなど、日本でも多くの経験が

すでに存在している。これまではまだ片隅の存

在であったこうしたタイプの活動が行政や企業

と並ぶ独自のセクターにまで自己改革を伴いつ

つ拡大できるかどうかが現在の課題なのである。

NPO法はできたが、税制優遇措置、郵便料金

割引など、制度的整備はまだこれからである。

しかし、それと同時に重要なのは、社会のなか

でNPOを育てる風土や仕組みを作っていくこ

とである。

後房雄
臼”‘雪碍9 1-
1954年富山県生まれ
1977年京都大学法学部卒業
1982年名古屋大学大学院法学研究科博士
課程修了

1990年名古屋大学法学部教授（政治学・行
政学）

主な研究分野は日本とイタリアの現
代政治、福祉国家論、非営利セクター
論

1997年11月から、市民フォーラム21• NPOセ
ンター代表理事

1998年3月から、日本NPO学会理

石井伸弘
闇剛置幡悧記

1972年群馬県渋川市生まれ
1995年名古屋大学工学部卒業
1997年 名古屋大学大学院工学研究科修了
1997年市民フオーラム21NPOセンター事務
局専従職員

19 



Urban • Advance No.14 1999. 8 

●NPOを支援する仕組み

そのような NPO活動を支援する仕組みとし

て注目されるのは、イギリスやアメリカにおけ

る「NPOを支援する NPO」の存在である。「中

間団体＝ IntermediaryBodies」と呼ばれている

ものである。イギリスの研究者の定義では、「ボ

ランタリー団体について個々に、また集団的に

支援したり、共通の目的を獲得するための計画

と、個々の団体の自発性の間に生ずる緊張を調

整する団体」とされている（市民フォーラム21・

NPOセンターイギリス調査報告書「ネクスト・

ステップス」）。つまり、イギリスでは、個々の

NPOのニーズヘの直接的対応や支援と並んで、

民間非営利セクター全体の課題に対して、共同

アプローチを展開するための拠点という位置付

けが大きい。

イギリスの最も代表的な中間団体である NCVO(National Council 
Voluntary Organisation :全国ポランタリー団体協謙会）ロンドン市
内にて

他方、アメリカ型の中間支援組織の場合は、

マネジメント、会計、法律、情報などの専門的

技術の研修や相談を行なって、草の根の小さな

団体でも高い水準の活動が展開できるようにす

20 

る重陪的なネットワークが特徴である。イギリ

スのような、セクター全体としての役割や、発

展を考えるという機能はないわけではないが、

非常に少ない。

日本の現状においてNPOを支援する仕組み

としてどのようなものが求められているかを考

えるうえで、この二つの国の事例は多くの示唆

を与えてくれる。非営利セクターがようやく成

長期に入りつつある現状においては、イギリス

的な、つまり 全体を見渡して、弱いところを計

画的にテコ入れしたり、世論へのアピールを行

なったりする機能が不可欠であろう 。しかし、

同時に、個別の団体の活動水準を向上させるこ

とに役立つような各種の専門技術の支援の必要

性も高い。

●市民フォーラム21• NPOセンター
私たちが「市民フォーラム2l・NPOセンター」

という東海地域を中心とした民間のNPO支援

組織を発足させたことの基礎には以上のような

認識があった。

このセンターは阪神淡路大震災直後の95年3

月に名古屋で始まった「市民活動の発展を考え

る討論会」を母体とし、 96年3月の「市民フォー

ラム21」への名称変更を経て、 97年11月23日に

日本で5番目のNPOセンターとして発足した

ものである。現在の年間予算は約1500万円。主

な収入源は事業収入が900万円、会骰収入が300

万円、助成金が300万円である。

ここでは現在、中心的なNPO支援活動として

次のような 7つの柱を立てている。

l)ネットワークづくり

NPOの活動領域を越えたネットワークを

構築することで、NPO全体を発展させるため

の場作りを行う

2)情報循環

ニュースレター、 FAX・E-mail通信による

NPO関連情報の提供と、電子メディアヘの対

応を行う 。



3)パートナーシップづくり

市民活動に関わって、企業や行政との間で

継続的な関係を作り、相互の連携を深め、協

力を促進する。

4)活動相談

NPO活動の発展に必要な助言と、専門家や

関係組織の紹介を行う。現在は特に、NPO法

に基づく NPO法人格申請にかかわる相談事

業が多い。

5)人材育成 ・組織運営支援

NPOに関わる人材の育成、組織運営能力向

上のための各種講座、研修事業を行う 。

6) NPOプラザ事業

市民活動の発展ために、低廉共同事務所、

作業場、会議室、交流サロン、事務機器の提

供などを行う 。

7)調査研究 ・政策提言

NPOの基盤強化に必要な調査研究を報告

書としてまとめ、広く理解を求める。

バンフレ ッ トの施骰案内図

民設民営 NPO支援旅設の開設運用からみえるもの

●民設民営 NPOサポート施設を開設

以下では、これらの活動のうち、現在の私た

ちの重点的な事業の一つである「NPOプラザな

ごや」の運営について具体的に紹介してみたい。

すでに触れたように、私たちは今年5月に名

古屋駅の南に、NPO活動の拠点として全国初の

民設民営NPOサポート施設を開設した。名古屋

駅から徒歩10分のこのプラザは、98年11月頃に、

使用されていない空きビルを NPO活動のため

に役立ててほしいという申し出があったことか

ら始まった。不況のもたらした数少ない恩恵の

一つともいえる。

この提案を受けた私たちはさっそく会員や一

般市民に呼びかけて、このピルをどのように利

用したらいいかという利用計画検討会議を99年

2月から 3月にかけて 2回にわたって実施し

た。この議論のなかで出てきた方向性が現在の

プラザの原型を作っている。

総坪数132坪、 4階建てのビルの中に、「NPO

事務所」 「NPOインキュベートオフィス」「NPO

ライプラリ」「インターネット常時接続パソコ

ン」「会議室」「印刷 ・作業室」「パンフレット

ラック」など、 NPO活動支援に必要な

1平面図 (1階～4階） 1フロア1155 mx  22 5 mてす I 
機能をほとんど全て盛り込んだ施設と

なっている。この中でも特箪すべきは

Q:p~~フィス lo攣卸疇
旺旺旺闘 利用料金表

●会●鵞： 49名収容 ＂： NPOプフザ

• NPOオフィス
NPOオフィス

打ち合わせ・作業スベース 慧料

パソコン 200円／時間

パンフレット展示 300円／月

メールポックス 500円／H

ロッカー小 500円／J-1

ロッカー大 1000円／月

ロッカー特大 1500円／月

Q '.}‘：：ユ乞
讐 インキュペートオフィス

事務所机椅子 1セット 5000円／月

印刷機（A3対応） 印刷用紙持ち込み

オフィス マスター 1枚50円＋印刷 l枚2円

コビー機 1枚 IO円

紙折機（A3対応） 30円／JO分

“ 会議室 (49名収容）
亀ごスでョン ►

作業スベース
I> 

.fJち合わせ・作纂台 ：20名の会●が可能です．
●チラシ ・バンフレット農示 ：200以上の農示ラックがあります

午前 (9• 00~12 : 30) 2000円

午後（13.00~ 17. 00) 2000円
．、
夜間 (17.30~22 00) 3000円

ビデオ利用料 1回 800円

(III用I.¥間は渭纏 1長1ヤづけのM間を含みます）

●インターネット •PC : Windows 98 / 6台（インターネット鸞騎接絨）
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「NPOインキュベートオフィス」の存在であろ

つ。

● NPOインキュベートオフィス

小さな NPOが活動を拡大して成長していく

過程ではいくつかのハードルがあるが、「事務

所」と「有給職員」を独自に確保できるかどう

かというハードルが特に大きい。小さな団体独

自で事務所を構えたり、人を雇うことが大変難

しいのは説明するまでもないが、そのことを共

同で実施することで、ハードルを低くすること

ができるのではないかというのがこの取組みで

インキュペートオフィス入居団体のミーティング風景。

現在の入居団体は国際協カ・文化芸術活動支援・メディアリテラシー

など、小規模ながら特色のある NPOが多い。

ある。

当センターでは、すでに以前から、 10坪の事

務所スペースを共益費のみで借りることのでき

る事務所スペースを 4団体に低廉 (10000円／

月）で貸し出す共同のNPO事務所を開設するな

ど、「低廉共同事務所の情報提供事業」をすでに

行っていた。このささやかな経験があって、

NPOプラザなごやの運用にもつながっている。

具体的には、 NPOプラザなごやの2階部分

に、 20坪の共用スペースを設け、 20団体が入居

できるインキュベートオフィスと共用の作業

場、印刷コーナーを確保した。利用科は机一つ

あたり月々 5000円という低額である。5月に

オープンして以来、現在までに、すでに15団体

が利用を開始している（利用希望団体を受け付

け中）。

●高い情報インフラ機能

NPOプラザなごやでは、高い情報インフラ機

能を整備していることも特筆すべきであろう 。

当センターの事業計画においても「電子メディ

アヘの対応支援」をあげていることもあり、館

パソコンは NPO知多ネ ットより無償貸与。インターネ ットヘの接続

は専用線を用いて24時間可能である。

内のパソコンからインターネットヘの接続は専

用線を使うことで常時接続を可能にした。NPO

の会議も徐々に実際に顔を合わせるものから

メール上でのやりとりに移行しつつあり、イン

22 



ターネットを利用した、新しい市民活動のあり

方も現実化しつつある。

また、館内に LANを構築することで、商価

な設備の共有がはかれる。個別のNPOでは手の

届かない裔価な周辺機器も規模のメリットを活

かすことで、十分利用可能になってくるのであ

る。

●コラボレーションの実験

また、この施設の一階喫茶コーナーで、中途

障害者支援を目的とした「向日葵くらぶ」とい

う小さな NPOと共同事業を行っていることも

新しい実験である。当センターとしてはイン

フォメーション機能と喫茶コーナーを委託で

き、向日葵くらぶから見れば障害者が自立する

ための仕事の場を確保することができる。始

まったばかりの取り組みであり、経営的自立ま

でには今後の紆余曲折が予想されるが、 6月に

オープンして以来、交通費と諸経喪がまかなえ

る程度の収入をあげることは可能になってい

る。障害者の方にも外で働ける場ができたと好

評だ。

さらに、今後の予定として、この向日葵くら

ぶ、 SKIPプロジェクト（障害者向けパソコン

教室を実施する小規模NPO)、そして私たちの

3者が共同事業体を構成し、障害者向けのパソ

コン教室などを行なう事業も実施していく予定

である。

喫茶「ドリーム」のマスターと、ポランティア達。マスター達は全

て脳溢血などの後遺症を持った方々である。

民設民営 NPO支援施設の開設運用からみえるもの

私たちの団体自身に直接的な障害者支援など

の専門的ノウハウがあるわけではないので、こ

れらの団体のもっている査源は不可欠である。

しかしながら、人 ・モノ ・資金 ・情報・信用な

ど、小さな団体が持っていないもので私たちが

提供できるものも多い。これらをうまく組み合

わせることでお互いの活動の幅を広げ、質を深

めることが可能になるであろう。

●NPOサポートセンターが集まる施設

現在、名古屋地域にはいくつかのNPOサポー

ト団体が活動を行っている。私たち「市民フォー

ラム2l・NPOセンター」以外にも、「名古屋NGO

センター」「パートナーシップ・サポートセン

ター」「エコ・リーグ中日本」などがある。今回

の施設の特徴の一つは、施設面だけのサポート

ではなく、ソフト面からのサポートも充実させ

たい、と考えていることである。その意味で、

これらの団体が今回同じビルに事務所を集中さ

せたことの意義はきわめて大きいと思われる。

名古屋NGOセンターは国際協力団体の支援

を目的に設立され、国際協力分野においては非

常に強いネットワークを持っている。また、パー

トナーシップ ・サポートセンター (PSC)は、

企業と NPOのパートナーシップを結ぶための

事業を行うために設立された全国でも数少ない

サポート団体の一つである。今回のプラザヘの

企業からの物品寄付はほとんどPSCの仲介が

あって成り立っている。また、エコ ・リーグ中

日本は、学生 ・青年層の環境活動団体のネッ ト

ワークとして全国的な活動を行う団体の中日本

支部であり、学生 • 青年阿へのつながりはどこ

よりも深い。

これらのサポートセンターが集まることで、

ボランティア同士の交流・活動経験の共有、サ

ポート活動の相互補完的展開など、様々な複合

的な支援が可能になるのではないかと期待して

いる。
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●市民による自立した運営を目指して

NPOプラザなごやの運営は「基本委員会」（市

民フォーラム21• NPOセンター理事6名で構

成）「管理運営委員会」（同理事3名＋利用者・

当センター会員など約20名で構成）「究金キャン

ペーン委員会」（同理事3名で構成）という 3つ

の委貝会によるプロジェクト方式で運営されて

いる。前述した「利用計画検討会議」に集まっ

たメンバーと、施設利用者を中心に、「管理運営

委員会」はほぼ隔週のペースで会議を実施して

いる。利用細則 ・活動計画・交流企画・広報計

画などを活発な議論の中から作り上げてきた。

メーリングリストを利用した誼子上での会議

と、実際に顔を合わせての会議を並行させなが

ら、非常に活発な議論が行われている。

このプラザの年間予位は年間約600万円で、

オーナーに支払う賃料は破格の年間120万円で

ある。しかし、それでも施設を開けておくため

の人件柑・設備改修喪など、常に慢性的な査金

不足の状況である。三井海上株式会社、NTI東

海セミナーセンター株式会社、NPO知多ネット

などから備品を大最に寄付して頂くなどの幸運

も重なったが、基本的には市民が手作りで運営

する新しい試みとして、全国的にも注目を集め

ているところである。

汽金的余裕のほとんどない団体である私たち

は、できることは全て自分たちでまかなってき

た。ほとんど廃墟の状態であったピルの大掃除・

もとはゴルフ喫茶だった 1階部分

24 

99年3月28日大掃除 大掃除・璧塗りなどにのぺ約100名程が参加。

壁塗り・インターネットサーバの立ち上げ、な

どである。大掃除を行ったのは 3月末。理事も

ポランティアも総出で、約30名が1日がかりで

壁を拭き、床を磨き 、机や家具の大移動を行っ

た。壁塗りも自分たちの仕事であった。環境

NPOが多く参加する私たちの活動において、エ

コロジーなリフォームとしての塗装剤にも最大

限気を配っている。

実際、こうした改装には通常で600万から700

万円かかったはずである。什器備品も自前で購

入していれば、やはり800万円程度かかっていた

はずであるが、什器備品における設備投脊はほ

とんど全て物品寄付でまかなえてしまった。改

装も多くの作業を自分たちで行うことによっ

て、そして、多少の施設の不都合には目をつぶ

ることによ って、200万程度でできてしまったの

である。

真の市民自治社会とは、自分たちで必要なも

のは自分たちでまかない、その上で、どうして

もまかなえないものを行政に委ねる、というも

のであろう 。神奈川県では県の運営する「神奈

川県民活動サポートセンター」が、仙台市では

仙台市が市民団体に委託する形で運営されてい

る「仙台市民活動センター」が、この数年で相

次いで設立された。その他の地域も含めて、公

設公営、公設民営、民設民営と様々なタイプの

サポート施設があり、それぞれに長所短所があ

る。そのなかで、 一民間NPOがどれだけの施



設運用ができるのか、市民フォーラム21• NPO 

センターが試されると同時に、この地域のNPO

セクター、ひいては市民そのものの力量も問わ

れるところではないだろうか。

●今後の課題と展望

現在、私たちの月間利用者数はおよそ500名で

ある。ちなみに、名古屋市の外郭団体である名

古屋国際センターの月間利用者数は12000人を

数える。施設の規模も段違いに大きく、地下鉄

駅から歩いて0分の立地条件にある施設との比

較にどれほど意味があるかはともかく、私たち

の施設の利用者がまだまだ少ないことは明らか

である。

しかし、私たちの施設の最大の特徴は、「NPO

支援」である。特定の領域の活動を推進するも

のではなく、また、ボランティアという「個人」

を対象にするものでもない。NPOという、「団

体 ・組織」が成長し、個別のNPO活動が成功

を収める過程をいかに有効に支援できるかに、

私たちの施設の役割があると考えている。

この施設の利用可能年数は景気が回復するま

での数年でしかない。オーナーの好意により、

格安で貸してもらえるかわりに契約も 1年更新

で行う、という条件である。しかし、私たちが

この施設を運用することで得るべきものは、た

くさんの利用者だけではなく、「NPOを支援す

る施設には何が必要で、それをどのように具体

化するか」というノウハウである。箱もの行政

が批判されて久しいが、「箱」の中に何を入れど

のような機能を備えることが必要とされている

のか、ということこそが重要である。直接的な

支援事業であると同時に、そのようなノウハウ

を蓄積する大きな実験としても捉えていく必要

があるであろう 。

プラザなごやに続いて、本年8月から、愛知

県知多市の街並み保全地区においても、歴史建

造物である日本家屋 （敷地面栢320坪）を10年間

無佑で借り受けることが決ま った。この建物に

民設民営 NPO支援施設の開設運用からみえるもの

おいても NPO支援活動の拠点として「NPOプ

ラザちた」を開設し運用していく予定である。

日本の社会でも、民間どうしの相互支援で大き

な事業を行なえる条件が成熟しつつあるという

ことだろう 。それだけに、そうした条件を有効

に活用するノウハウの蓄積が重要になる。

●市民社会実現のために

市民がかつてのように単にサーピスの受け手

や、そのサーピスがまずいことに不満を示すだ

けの存在から脱却し、市民自らが、社会の担い

手となっていくのだという自覚と責任が芽生え

始めてきた現在、個人の自律性と多様性を保証

する、透明で開かれた市民社会実現のために、

個人の責任による自発的な活動とそれを推進す

るNPOの役割はますます重要性度を増してい

くであろう 。

最後に、そのなかでの一つの実験である NPO

プラザなごや事業がどのように展開していく

か、ぜひ、注視していただくようお願いすると

ともに、たくさんの新しい団体や個人がこの剌

激的な「遊び」に加わわられるように呼びかけ

ておきたい。

市民フォーラム21• NPOセンター連絡先

〒450-0003 名古屋市中村区名駅南 1-20-11 

NPOプラザなごや

Tel: 052-586-1154 FAX: 052-586-1174 

E-mail ishii@sf2lnpo.gr.jp 

URL http:/ /www.sf2lnpo.gr.jp 

NPOプラザなごやの改装にかかる喪用の寄付

に、ぜひご協力下さい。

寄付口座郵便振替 00800-3 -98657 「市民

フォーラム21」

口 2000円
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自治体シンクタンクと「まちづくり支援」のきすな

一仙台都市総研の試みとゆらぎから一

仙台都市総合研究機構 主席研究員 逹封睾克浬甫

1 はじめに

今回の特巣テーマ「まちづくり糾織の新しい

動き」に沿って本稿に与えられた使命は、「自

治体シンクタンク」としての仙台都市総合研究

機構 （以下「仙台都市総研」と略す）が「まち

づくり」に関してどのような考え方やスタンス

をもち、どんなことを実践してきたのかという

こと、及びこれからの針路を示すことにあると

考えられる。が、実は当機構にと って最も語り

にくい領域であることを先に白状しておかなけ

ればならない。

何故か。理由はいくつもあるが、 一口に言う

ならば、政策よりも常に先行する世の中の森（う

ごめ）きを素早く察知し、的確に検証・分析で

きる能力と相当の経験をスト ックしているので

なければ、シンクタンクの名のもとでの貨任あ

るコミ ットは困難だと思われるからである。「ま

ちづくり」活動の主体となることはおろか、側

面支援的な立楊にとどめるにしてもことは同じ

であり、この点、歴史の浅い新参者の立楊とし

てはいささか自信がない。

だけれども、地域社会では住民としての主体

者意識の拡がりとともに、「まちづくり支援ニー

ズ」はこのところ急速に膨張・多様化している

ものと推測される。その一方で、まちづくり活

動に関する支援主体、制度、システムといった

社会的咬源の開発は緒についたばかりである。

そうした状況のなかで、「役所のようで役所でな

い」存在としての自治体シンクタンクに「まち

づくり支援的機能」を発揮してもらえないだろ

うか、といった声が聞こえてくるのも、あなが

ち不自然ではない。しかしながら現実のシンク

タンクは、よしんば必要な対応能力を持ち合わ

せていたとしても、体制的にはまことに厳しい

と弁明せざるを得ない状況にある。

それでも、とあえて思う 。市民との接点をも

つ自治体シンクタンクなら今最も気にかかる

マージナルなターゲットが、「まちづくり支援」

機能なのではないだろうかと。調査研究活動と

政策提言を旨としてきた自治体シンクタンクが

この機能のあり方を検討 ・提示する動きは、基

本的に時流を読み込んだ現象であるし、社会の

潜在的な要請を背に受けているものと思われる

が、今のところは （少なくとも仙台都市総研に

おいては）、漠然とした市民社会の側のニーズや

期待感と、これまた漠然としたシンクタンク側

の使命感がまだ卜分な接点を持ちかねている。

そのことは、対応能力の有無とはまた次元の異

なる問題領域と考える。

＊
 

＊
 

＊
 

そんなことを先ず述べておかないと、当機構

のこれまでの足取り（まちづくりに関しては成

果のひとつも満足に挙げているとは言いがた

岩澤克輔

’"円選渭"”‘'-

、
D

1953年大阪府堺市生まれ
神奈川大学経済学部卒業後仙台市役

所へ

秘書課、文化財課、市民文化事業団、
国際交流課などを経て1998年より仙
台都市総合研究機構主席研究員
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い）や今後の心づもりを、無邪気にご紹介する

のは危険というものである。そのことと、随所

に私見や言い訳が入り交じることについて先ず

はお許しを請いながら、以下に紙面をお借りし

たい。

2 仙台都市総合研究機構の
活動の軌跡から

まちづくり関連の話に入る前に、当機構の来

し方と現状に触れておきたい。

仙台都市総合研究機構＿このいかにもシン

クタンクめいた名称を新生 ・仙台への船出に向

けた周囲の期待とともに1『負い、開拓者のよう

な意気込みを（もちろん少なからぬ不安も一緒

に）抱えながら活動をスタートさせたのは、今

から 4年以上前のことになる。

当時、市役所の中の別の部署に所属していた

私にとっては、その誕生を伝える報せも、日々

生み出されるあまたの市政ニュースのひとつに

過ぎなかった。とはいえ、「またひとつ外郭団体

が増えた」とか「施設がオープンした」といっ

た場合の受け止め方とは幾分違って、〈何か新し

いことが始まるのかもしれない〉という予感を

抱かせる空気はi票わせていた。

何か新しいことへの「予感」ーというより、

少しばかり力みのこもった「期待感」。それは仙

台都市総研設立の数年前に起こった、ある衝撃

的事件と無縁ではない。開しょうもないし、思

い出せない方のためには明記しなければならな

い。「事件」とは、当地仙台はおろか全国を捉撼

させたいわゆる「ゼネコン汚職」のことである。

あの日以来今日に至るまでの道程は、明る＜

清い「健康都市」の歩みを塗りつぶすかのよう

に押されたダーティ ・イメージの烙印をどう払

拭するか、という点に集約されるといっても過

言ではないだろう 。しかもこの時期は、バプル

経済の崩壊による苦境が日に日に明らかになっ

ていった頃合いと重なるし、それと期を一にし

28 

て市民の意識や考え方、行動原理などにも急速

な変化が見えはじめるという 、未経験な難儀を

多重に抱えた時代でもある。少なくとも 、市の

職員たちにとっては「市政に対する市民の信頼

を取り戻す」という復旧作業はもとより、社会

の潮流変化を読み取りながら新しい時代への扉

を開けるという、創造力を問われる仕事にも、

同時に取り組まなければならないところとなっ

た。

市職員の一人として正直に当時の実感をいえ

ば、使命感よりも直圧感のほうが勝っていたと

でも表現すればよいだろうか。今更思い起こす

までもなく、冒頭に述べた「新生 ・仙台への船

出に向けた期待」で、わが市役所はまさに包囲

されていたのである。祈りにも似たその期待の

具体的な受け皿のひとつとなったのが、わが仙

台都市総研であった。

どの方角から陽が昇るかも見えない暗鬱とし

た海、そこに浮かべてみた「都市政策系自治体

シンクタンク」という名の一艘の小振りな舟

—ーという情娯的比喩で、生い立ちの背屎はあ

る程度つかんでいただけるかも知れない。

そんな事情はともあれ、実像を捉えていただ

くためには、まずオフィシャルな路線に沿った

説明をしておかなければならない。

仙台都市総研は、「市民、大学、企業、行政等

が力を合わせて仙台市政の長期ピジョン、政策

目標を提示していく調査研究機関」として平成

7年3月に産声をあげている。形態的には仙台

市のいわゆる外郭団体のひとつであるが、財団

や社団といった法人格は当初からもっていな

ぃ。今や数多くなった全国の自治体系シンクタ

ンクのなかで、「任意団体」として運営されてい

る類例は極めて少なく、政令市のなかでも唯一

の存在となっている。取りあえず「任意団体」

としての出発ではあるが、社会的な認知を得る

とともに事業運営基盤の確立を図っていくこと

を目標として、将来的には法人化を念頭におき



ながら条件を整えつつ検討を進めていく、とい

う姿勢を当初から保ってきている。

私見になるが、社会的な認知という以上に、

あらゆる活動について社会的な買任を果たして

ゆく、という基本から考えれば「任意団体」と

いうあり方は決して望ましくない。が、批判を

承知で言えば「現実に任意団体である以上、そ

のメリットを最大限に活かしていく」ことが現

段階の務めと考えている。「任意団体」としての

メリットとは、端的に言えばくフリーハンド〉

＆ 〈フ レキシプル〉な事業展開が可能であると

いう点に尽きる（無論、前提条件は種々あるが

……）。つまり、次項にご紹介する「まちづく

り」への関与を意識した当機構の試みも、少な

くとも行政本体ほどには失敗を恐れずに、自由

な発想で、しかもタイミングよく取り組むこと

を許されてきた結果であると解釈したい。無論

この多少都合のよい拡大解釈に対するお叱り

（「調査研究をしっかりやりなさい」というよう

な……）も聞こえてきそうであるが、ならば、

外郭団体という 一定程度の自立性を認める形式

をわざわざとったメリットは活かしきれるの

か、という反論だけは用意している。

概念図

自治体シンクタンクと「まちづくり支援」のきずな

さて、先に触れた「市民、大学、企業、行政

等が力を合わせて」というくだりにも触れてお

かねばならない。当機構の設立に際しては、こ

れに先立って、大学、市民団体、経済界等の有

識者14名で構成する懇談会が設置され、活発か

つ真剣な議論が交わされ、その意見をふまえて

詳細な検討や準備が進められた、という経過が

ある。最終的な詰めは100％のスポンサーとなる

仙台市が担い最終責任を負うという手順を踏ん

だのであるが、当時の記録賓料をみると「これ

までにはなかったもの、これからの時代に本当

に必要なものを創り出したい」という関係者や

スタッフの意気込みがひしひしと伝わってく

る。「市民、大学、企業、行政等が力を合わせ

て」という 言い回しは無論格別のものではない。

が、それをあえて強調するに至った背景や経過

を顧みると、そこには重たい時代の扉に隙間を

開けてゆく呪文のようなものが秘められていた

のではないかと思えてくる。

都市という生活•生産の場で引き起こされる

さまざまな社会問題への対処、あるいは無数の

活動が育むまちと人の多様な可能性の発揮と

いった課題が、行政の側からくくると「都市政

研究参加償ぅ民研究員）

｀戸ム等虹 企業
ャ 翼董協力r:rh ート；、、9

▲` 仙台 “ へ．． 研究協力
ヽ 慣報交流

都市総合m ,1-

...̀ 情報交流 ．．・ 
関係▲｀‘

機構

市町村 叩究報告・提言 ミ:研究参加
• （鵬員研究員）． 
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策」に転じ、市民の側からは「まちづくり」と

いう概念に繋がっていくとするならば、その何

れをと っても、多様なアクター間のパートナー

シップやネットワーキング抜きにはもはや未来

はない。これからのシンクタンクもそうした潮

流に対して超然とはしていられない、という空

気を関係者たちは察知していたようで、当機構

の創立以来、広報用のリーフレットには 〈多様

な方面との多様な結びつきを大切にしていきた

い〉という姿勢を表した概念図が用いられてい

る。（前頁図参照）

因みに、当機構の英訳は SendaiUrban Re-

search Forumとされている。Instituteではなく

Forumとしたところにも実は暗号が隠されて

いる。私には、多様な関係軸のなかにこそ当機

構の“身の問きどころ＂があるという解釈の手

がかりのようにみえる。

ついでながら、仙台都市総研のプロフィール

や基本方針を語る際によく用いられてきたフ

レーズのベスト 5をここで示しておきたい（但

し、順不同）。

①

②

③

④

⑤

 

市民と行政とのかけ橋 （接点機能）

総合的・横断的な視点

科学的・客観的な裏付け

自由で新しい発想

開かれたシンクタンク

各々の解説は省くが、これらは目標でもある

から、外部にとってはそのまま「立大不満足」

に裏返ってしまいがちでもある。渡りやすいか

け橋になれているか、 （役所・役人への批判の的

になっている）個別的 ・縦断的な見方に陥って

いないか、調査研究の手法や成果における科学

性や創造性 （オリジナリティ ）はどうか、地域

社会や市民に対して本当に開かれた存在になっ

ているか 等々 、 一つ一つが重みのある問い

かけに感じられる。それでも、調査研究を中心

として手広くかつ貪欲に屯業を進めてきた。か

なり背伸びや無理を重ねてきたのも、ひとえに

新しい歴史を創っていこうというフロンティ

ア ・スビリ ットの成せる仕業である。

そうした流れを経て、現在は「調査研究」「情

報 ・ネットワーク」および「まちづくり支援」

の3分野に1i業が大別されている。例えば今年

度の調査研究’li業に関しては、仙台のシンボル・

広瀬川に関する研究をはじめ、新しいコミュニ

ティの形成、コンパクト・シティ、市民参加シ

ステムの具体的手法といったテーマを取り上げ

ている（すべて自主研究）。 また、情報・ネット

ワーク事業では、 2万数千点の図占を所蔵する

都市情報ライプラリーの運営、独自の市民意識

調在、機関誌 ・ニュースレター発行等による広

報、東北都市学会への支援 （事務局運営）など

に加え、データ・ワーク （都市政策やまちづく

りに関する情報データの収集や提供 ・活用）に

関する取り組みも始動させている。

そしていよいよ、核心の「まちづくり支援rJJ

業」について語らなければならない。

3
 
まちづくりに関連する

事業への取り組み

おそらく、「まちづくり」という 言葉ほど便利

さといい加減さを抱き合わせにしながら多用さ

れている語句はないだろう 。当機構で日常交わ

されている話し言葉や書類 ・刊行物のすべてに

全文検索をかけたなら、ヒッ ト件数ベス ト3人

りは間違いない。研究テーマなどにも「まちづ

くり」への慈識はふんだんに含まれていて、逆

に無関係を装うのは困難と言えるほど、ウィル

スのように体内に忍び入っている。だが、どち

らかというと、概念として便宜的に借用するだ

けの傾向が圧倒的に強かったのではないかと思

われる。もうここまでくると、改めての格式張っ

た定義づけなど実用の役には立たない。

とは言いながら気がついてみると、既に「ま

ちづくり」という 言葉を共通のパスワードにし
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ながら、まちづくり現場の実践的担い手や支え

手、あるいはその予備庫とも見なすべき人々と

さまざまな関係をもったり、協慟プロジェクト

なども行ったりしている。簡略ながら、思いつ

くままにいくつか事例を挙げておこう 。

●まちづくり課題調査―都市計画等の分野を

中心にプロ領域のメンバーでつくる「仙台ま

ちづくり研究会」との共同研究。まちづくり

に関する市民の素朴な疑問の抽出・分析と提

案、「公共交通機関を活かしたまちづくり」「都

心のみち空間」等をテーマとする調査報告書

をまとめている。「専門家」が「市民の立場

で」という点に特徴がある。

●商店街のまちづくり一「都市の活）］づくり」

分野研究の一環として、商店街再生に関する

情報収巣や地元関係者との交流を図り、

フィールドヘの足掛かりを模索。

●都市情報ライプラリーの運営—全国各地の

まちづくりの新しい動向に関する情報収梨・

提供や各種参考図書：．査料の一般閲問サーピ

ス、レファレンスなどを実施。

●市民研究貝制度—設立当初からスタートさ

せた公募による市民研究且との協働型研究

チーム方式は当機構の特色の一つ。これまで、

文化施設や親水空間などの社会賓本の有効活

m、スポーツとまちづくり、市民参加とまち
づくりといったテーマを取り上げ、限られた

量＇
市民研究員による公園プランづくりワークショ ップ（平成7年度）

自治体シンクタンクと「まちづくり支援」のきずな

期間 (1年間）のなかで互いに刺激しあいな

がら成果を生み出している。既にその数30名

を超え、 OBたちはその後もさまざまな分野

で公益活動などの担い手となっている。つま

りこの制度は、結果的に市民が「まちづくり

人材」にステップアップしていく動機づけを

もたらしたり、センス ・経験を磨く‘‘追鳩”

のような機能も発揮しはじめている（実は、

OBのなかから市議会議貝になる人まで出現

してしまった）。

●東北都市学会支援＿実質的に休眠状態と

なっていた同学会の再建 (HlO年10月）を支

援。仙台都市総研としては東北の都市問題・

都市政策に関する広域的かつ分野を超えた研

究交流が主眼であるが、地域に根ざした実証

的な都市研究や市民による生身のまちづくり

活動との接点が既に生じてきている。「学際」

x「民際」路線の成否が問われる。

●まちづくり研究室運営＿平成10年春の事務

所移転を機に、民間のまちづくり研究活動を

スペース面でも支援できるように小さな部屋

所内のまちづくり研究室を利用しての市民研究員 OBグループによ

るミーティング

を所内に確保した。その空間的な運営方法と

いうよりもシンクタンクとしての機能性を活

かしたソフト事業の可能性を検討するため、

精鋭の有識者・活動家で構成する企画運党会

議を設置。現時点ではまちづくりに関する相
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談サービスの開始に向けてフィジビリティの

検証と条件整備を図っている。

●安全 • 安心まちづくり女性フォーラム＿―-建

設省（都市防災研究所）の提唱と支援に応え

て、全国23の地域でそれぞれの地域特性を活

かしながら同時多発的に展開する「女性の視

点」による「女性のパワーを活かした」まち

づくりフォーラム事業。仙台では仙台都市総

研が受け皿となり（シンクタンクとしては全

国唯一）、さまざまな職業や経験をも った活動

的な女性たち（男性も参加可能）をメンバー

にテーマ別ワークショップ、記録映画上映＆

トークなどを開催。今年度は野外のフィール

ドワークを通して、まちの安全 • 安心を生活

者の視角から検証し始めている。

＊
 

＊
 

＊
 

、 — ,? •• --、.. 9
.
 

“,̀

 

以上、事業を紹介してはみたものの、各事業

間相互の位置関係は不明瞭だし、計画性に乏し

いことも一目瞭然である。これらのうち、最後

の2項目を「まちづくり支援事業」に位置づけ

ているが、何れも手さぐりの暗中模索が続いて

いる。

4 「まちづくり支援」のゆくえ

安全•安心まちづくり女性フォーラムのワークショップ風景 （平成10年度）

安全 • 安心まちづくり女性フォーラムのメンパーによる仙台駅東地

区のタウンウォ ッチング （本年7月）

最後に、これからどうするか、という課題が

残っている。

仙台都市総合研究機構規約第3条には、組織

の目的の一つとして「地域におけるまちづくり

に関する自主的な調査研究活動の支援」と記さ

れていて、ある意味でこれがおおもとの拠りど

ころである。だが「まちづくり」の概念や守備

範囲も「支援」の考え方も示されているわけで

はない。あまり過大に受け止めたり力む必要も

ないが、シンクタンクとは、時代を呼吸しなが

ら生育していくことが運命づけられた存在だと

考えるだけに、振り返ったり先を展望したりし

ながら考え続けねばならないテーマの一つであ

る。

まちづくりに直接 ・間接に関与するアクター

も、数・種類ともに随分と増えた。行政もシン

クタンクも、旧来の機関や団体だけでなく、新

しいタイプの相手（例えばNPO法人やTMOの

ような）とのコミュニケーションのとり方や付

き合いの作法も学んでいかねばならない。仙台

にも先頃「市民活動サポートセンター」が「公

設市民営」で開設されたが、こうした新しい機

能との相互補完、有機的な連携も欠かせない。

けれども、考えてみると「まちづくり」への

支援とは、本来は市民と多種多様な絆で結ばれ

る身近な市役所や区役所にこそ豊かに備えられ

るべき機能なのだが、行革の効果もあって、市

民から行政に求められていたニーズが、行政の

仕事や機能を外在化させた先である各種の外郭

団体に一旦バイパスしやすい状況を迎えてい
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自治体シンクタンクと「まちづくり支援」のきずな

この先事情の許す限り積極的に

考えていく必要性を感じてい

る。

この機会に、同じような悩み

を抱えたり成果を挙げた経験を

もつシンクタンクはもとより、

各方面からのご意見やアドバイ

スを得られたら幸いである。

今年6月30日にオープンした仙台市民活動サポートセンター

る、という推測も成り立つ。

従来は調査研究成果の公表で済んでいた自治

体シンクタンクによる社会還元のあり方も、こ

のところ変革を促されていて、「まちづくり活

動」とか「まちづくり支援活動」といった領域

に食指が動く向きもうかがえるが、そうした状

況と現象的に重なっているとも言えるかも知れ

ない。

こうしたシンクタンクによるまちづくりの現

場への関与は、果たして中立性をも危うくする

ような無分別・無責任な「越境」なのか、それ

とも、新しいシンクタンク像創造への希望ある

トライアルなのか―という問いかけがあるな

ら、シンクタンカー 2年生に過ぎない私として

は、無論、後者を信じていると答えたい。

＊
 

＊
 

＊
 

お伝えしてきた当機構の近況は、紙数が尽き

てみてもなお、今回の特集テーマ「まちづくり

組織の新しい動き」の好例とは思えない。ただ、

組織の略称 (SURF)に倣っていうと 、私たち

が行政と市民社会の双方から打ち寄せてくる波

打ち際に位置していることは間違いないし、ま

ちづくりの最前線におけるシンクタンクならで

はの役割もありうるということを想定しつつ、
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京都・ 町衆のまちのパートナーシップ

飼京都市景観・まちづくりセンター 事務局次長 寺田 敏紀

ー 住民自治の歴史都市

歴史都市 ・京都の1200年は、その文化・経済

と共に住民自治の歴史でもあり、律令制度の枠

組みが崩れてきた平安時代後期に出現した都市

住民（町衆）と京町家の歴史です。彼等は、通

りに沿って軒を連ね、表に向かって開放的に作

られた京町家で自由にものづくりや商いを営

み、表通りの賑わいを共有するコミュニティの

単位である両側町を形成してきました。さらに、

こうした都市的な賑わいを外部の侵略から守る

ために、自ら柵や門を築き自衛してきました。

その後、応仁の乱をはじめ、幾多の戦火など

の試練を乗り越え、江戸時代には、こうした自

治活動に伴う様々な決まりごとを「町式目」と

して町毎に明文化するまでに至りました。（図一

l)概ね50世帯程度で構成される両側町の「町

式目」の中で最も注目されるものは、「町の構

成員に関する定め」です。当時の町内ではまち

づくりの目標像が共有されており、こうした町

内の秩序や価値を共有できる新たな住民だけを

受け入れていくための規定です。このほかにも

「町の世話人の選出方法」、「寄り合いの方法」、

「歳出、歳入」などが規定されており、町内の

構成員が自らの町の価値や秩序を共有し、それ

らを維持•発展することにより自らが農かに

なっていくためのコミュニティルールであった

ことが分かります。さらに、こうした基礎的な

コミュニティルールの存在を基盤に作事（建築）

や消防、福祉などの具体的な行為が規定されて

いました。

さらに、こうしたコミュニティの価値の共有

と維持 • 発展の仕組みや取組は、京町家の様式

と共に昭和初期まで少しずつ形を変えながらも

継承されてきました。

こうした、町衆によるまちづくりは、今日の

京都における住民、企業、行政のパー トナシッ

プのまちづくりを考える時に大きな示唆を与え

るものです。

図1 鶏鉾町町式目

5

，た
け
内

一
ん

ll｛
い
り
け
け
ィ
ー

'‘‘、,.

．い
一
町
ー
キ
＇
＼
仇
が
り

1
軋
門
僭
愴
が
“
i1
*

..5
t
ー
サ
れ
か
ろ
令
？
く
り
や
ヘ

ー
・

名
ノ

わ`

14
,

t.
c
.

“
一
が
今

5”
今
ゎ
＂
士
i
?
岳

1110ー

9
f
i・

l

巾
叶

'lf
-”
:
i
ふ
序
な
：

町
ふ
v.t

仕

拿

t

旧
ぃ

?

1
7
材
；
ナ
今
ご
‘^応
“り

1
・
り
‘
§
'
ふ
‘

9
,

「り
今

．
，＇
．

-Aよ
い
ふ
ふ

'r
k
t

4柑
み
A
と

マ
内
隕
壮
庄
え
A
少釈
骨，

t
;
t
と
名

一可
令
象
11
各
T
、
I
J
l

rit令いよ
t

！
ょ
屯
11
了
士

心
可
キ
・
文
く
り
ー
．

フ
が

A

Ki
ー
び
そ
め
t
-
-
g1
1
1
ょ

n
t
il
tサ
A
¥

iN
注
:
?
g
石
i‘荘

t
'ょ
↑

一
伝
え
g
仮
令
？
f
t

zぶ
3
は
で
、ら

f

,

る
ー
作
界
り
杉
｛
ぇ
3
"ん
｀
り
な
2

寺田敏紀
・4疇ヨ昂A9_
1951年
1978年

1978年
1997年

広島生まれ

京都大学大学院建築学専攻修了

京都市役所

（財）京都市景観 • まちづくりセン
ター

、，ヽ.,
 ，
 

35 



Urban・ Advance No.14 1999. 8 

2 まちづくりセンターの設立

(!) 都市化による京都の変化

明治末期、 20世紀に入ってから京都は市街地

の拡大策を実行します。幹線道路を整備し、区

画整理事業に取り組み、周辺町村を合併するな

どにより、京都市の人口は急激に増大を始めま

す。しかしながら、地域産業や地域社会の仕組

みにはそれほど大きな変化は見られず、住民の

持つ価値観や秩序意識は緩やかに継承されてい

ました。

しかしながら、第二次世界大戦後、特に高度

経済成長期以降、京都の市街地の様相は大きく

変化していきます。大批生産、大量消費を支え

る社会経済の仕組みの浸透は、平安時代以降、

京都の人達が住み続け、生活と経営を積み重ね

てきた中で培ってきた価値観や地域構造の仕組

みを大きく変化させてきました。（図ー 2)

企業や個人の自己都合による自由な経済活動

や建築活動が無秩序な都市空間を形成し、幾度

かの景観論争を引き起こし、その行き着いた姿

がバプル経済でした。（写真一 1)

しかしながら、何よりも深刻な変化は、地域

住民が自らの居住する地域の価値を共有できな

くなってきたことです。さらに、共有する地域

図2 都市 ・京都の基幹的性格と人口規填（地域計画建槃研究所 会長 三輪泰司 作成資料）

fA
3
 ，
 

'"''..,9● 9”'.. ,9● →-,”ー，,.'"'

写真 1 市街地の変遷 （京都タワーから北を望む） 1964年と1997年の比較
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京都•町衆のまちのバー トナー シッ プ

の将来像を失っただけでなく 、その将来

像を構築するための進め方、意見を交換

する場と意思決定の方法など地域のまち

づくりを進めていくプロセスそのものを

失ったことです。

図 3 （財 ） 京都市景観 • まちづくりセンターの事業体系

—戴

(2) ⑱京都市景観 ・まちづくり センター

の設立

京都市は、バブル経済崩壊後「まちづ

くり審議会」を設置し、景観と土地利用

に関するまちづくりの在り方の検討を始

め、平成3年11月の第一次答申では、市

民による自主的な まちづくり活動を支援

する第三者機関の設立が提言されまし

た。その後、7年間の議論を経て、平成

9年10月に、京都市の出捐に より、住民、

企業、行政のパー トナーシップのまちづ

くりを進めていく橋渡し役を担う第三者

機関として帥京都市景観 ・まちづくりセ

ンター（以下、「センター」という）が

設立されました。

中心市街地の商業 ・業務ピル化と郊外

部の基盤整備などによる都市化を促進し

ていく都市計画から、既存の都市賓源を

継承 • 発展し、京都の個性と魅力 を よ り

高め、持続的な都市再生が促進されてい

くというまちづくりを展望するもので

す。こうしたまちづくりにおいては、既成市街

地のス トックの再生、更新が大きな課題であり、

地域の空間や経済活動における複雑な人間関係

や権利関係を調整したり新たな担い手としての

外部の人材や新しい投脊を受け入れていく環境

を整えていくことが求められます。このため、

地域住民や企業の自主的で主体的な取組と行政

による制度的、財政的支援という新しいパート

ナーシ ップによるまちづくりの仕組みが社会的

に整備されていく必要があります。

企業を含めた市民サイドには、具体的に課題

を達成していくための人 ・物 ・金のネ ットワー

蓼

璽 告
心・年）四m ----

項ニ一せ亘逢を――ら
ら•暉剛●二：
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参筐代がいeぃe と鵬•で9る●U•魔＂眉鴫l 町事の鳳“'生
鑽・鴫■割賣する・れ食阿疇疇
勤ある皇ら嫡罐慮鯖£

一書すも●疇．．

嶋・コミュニティの箪住霞杢鯵による一

嶋厖II-〇鵬肩•屠

―•一
・い學とし'COA“•• 

」．

・ルー見くり

・＊ットワークづくり(A•

［センターの事・信暴］

＝＝＝ ＜一
3甦芦の出螂珊竪＇二＞

(•一

〇賓・

輝まちづくりの帷遣、地域共生還土嶋利用ネットワークの形成償渾、マンシ●ン、 袋轄）

クづくりを行っていくと共に主体的にルールづ

くりを行うことが求められます。また、行政サ

イドには、こうした市民活動を栢極的に支援し

ていくための法制度の整備と運用と共に、地域

毎に異なる地域住民の価値基準を適正に判断し

ていく判断基準と、判断していく仕組みの整備

が求められています。

センターには、市民サイドの活動に対して主

として情報提供や交流の場の設定を通じてその

活動を支援すると共に、行政サイドに対しては

こうした市民活動の状況を整理し、行政の仕組

みの整備課題として提供していく活動が求めら
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れています。（図ー 3)

(3) センターの事業概要

センター活動には大きく 二つの対象がありま

す。一つは、主として住民に身近な環境の整備

に関する身近型のパートナーシップの促進と、

今一つは、意思決定以前の都市施設整備などの

市民的な合意形成に関する広域型のパートナー

シップの促進です。この内、後者については、

当面、市民の多様な意見の梨約に関する行政活

動の支援を行うことにしています。

センターとして、特に力を入れて新しい仕組

みの開発と整備を行っているのは身近型のパー

トナーシップの促進です。その中でも、特に古

くからの居住者や家業を営む人が多く、職住の

共存する旧市街地のまちづくりに大きな関心を

持って事業を進めています。これには、 二つの

理由があり、 一つには、この地区の居住者の職

業や人間関係は他の地区よりもはるかに複雑で

あり、この地区でのまちづくりの仕組みが整備

されれば、他の地区でも応用が可能であると考

えられるからです。今一つは、この旧市街地は

京都以外の人から見ても、いわゆる京都らしい

と考えられている地区であり、この地区のまち

づくりが進むことによる京都全体の活性化に与

える影押が大きいことが考えられるからです。

センターでは、情報提供や学習・研修、研究

開発など様々な事業に取り組んでいますが、そ

れらの個別の事業についてはセンターのホーム

ページをご問ください。

(http:/ /web.kyoto-inet.or.jp/ org/kyoto-ws/) 

3 現在の取組状況

(1) 地域まちづくり活動の推進

地域住民が自ら地域のまちづくりを進めてい

くプロセスを地域社会の中に回復していくこと

を目的とする活動です。多くの地域住民の参加

の下に、自らの居住する地域の価値を共有し、

その延長にある地域の将来像の実現に向けて地

38 

域外の人や情報との連携を図りながら活動を進

めていく仕組みを、地域住民と共に獲得してい

くことを目指しています。

センターでは、この地域まちづくり活動を進

めていく幾つかの事業を有機的に連携させてい

ます。

① まちづくり活動支援事業

比較的多くの経験を持つ専門家を登録

し、通年ないしは単発で専門家を派遣する

と同時に活動代の一部助成を行い、地域住

民による自主的なまちづくり活動を支援し

ています。

② まちづくり研究会

学識経験者を始め、中心的な専門家で構

成される研究会で、まちづくり専門家に求

められる様々な知識の整理と収集を行うと

同時に、具体的な地域活動の支援によって

得られた知見を相互に評価し、より監かな

ヽ
写真2 専門家実践セミナー 第3回

写真3 地域まちづくりセミナー 参加者による発表



知見としていくことを目的にしています。

③ まちづくり専門家実践セミナー

まちづくり研究会で蓄積されたまちづく

りの知見をより多くの専門家や関心のある

市民と共有していく学習プログラムと併せ

て、④の地域まちづくりセミナーなどの企

画 ・運営を行っていく専門家の集団学習の

場です。（写真ー 2)

④ 地域まちづくりセミナー

地域住民の要望に応じてまちづくりの学

習セミナーを開催します。このセミナーの

企画・運営は、③の専門家が行い、センター

はサポート役に専念し、専門家、地域住民

の双方が交流し学習する場としています。

（写真ー3)

(2) 地域共生の土地利用の促進

地域まちづくり活動の促進を総論とすれば、

これは各論にあたります。地域住民が価値観を

共有した時に、地域住民と共にその価値を共有

し、具体的な土地利用の促進を図るネットワー

クの構築を目的としています。（図ー 4)

特に、京都の都心部の場合には大きく 3つの

具体的な課題があります。「京町家の保全と再

生」、「袋路の再生」、「地域共生のマンション建

設」です。いずれも 、行政による規制・誘導や、

個々の市民や企業の力だけでは解決が困難で、

図4 地域共生の土地利用ネットワーク

：統東椰市§出”足盗＆センター｝

地蟻住民尋

蝉Hよ 喜喜全
・ピ.)ネスチャンスの確保

東翻市
・バートナーシ 、J,プの促造
・市政への住民参画条件整傭

｀京都市出i訂誓特5センター，；• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • -• ー・・ ・・·

京都 ・町衆のまちのパートナーシップ

図5 京町家まちづくり謂査学区地区

放置しておけない課題であります。行政の法制

度の支援を整えながら、 地域共生の土地利用に

経済的な価値を持たせ、主として民間活動によ

り解決していくための事業 ・情報ネットワーク

を整備していくことを目指しています。

① 京町家ネットワーク推進事業

京都市の委託を受けて平成9年度から 3

か年の予定で取り組んでいる「京町家の保

全・再生に関するシステム開発」では都心

部における京町家の全数調査に取り組みま

した。京町家に関する市民活動団体や大学

研究室の協力や約600名のボランティア調

査員の参加を得て、約3万2千軒を調査し、

2万7千軒の京町家の存在を確認しまし

た。（図ー 5)

その間、センターによる研修や意見交換

会、学習会や市民活動団体の活発な再生活

動などにより京町家の保全・再生に関する

意識の共有が進み、京町家まちづくりを進

めていく市民活動のネッ トワークづくりの

動きが芽生えてきました。
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写真4 地域共生のマンション建設看板

また、センターの独自事業として、京町

家の保全 ・再生の市場整備に向けて、専門

家や不動産事業者、京町家居住者などの参

加する賃貸借契約の在り方に関する研究会

を開催すると同時に、具体的な京町家の再

生事例の収集に取り組んでいます。

② 地域共生のマンション建設

都心部でのマンション建設は、建設時に

地域住民とのトラブルが絶えないばかりで

なく、マンション居住者と地域住民との交

流が進まず、京都のまちづくりにとって大

きな課題となっています。

こうした問題を解決していくモデル事業

として、地域住民と不動産事業者との協働

による地域共生の土地利用検討会を開催

し、地域と共生する新しいスタイルの施設

企画を行っています。（写真一 4)

今後は、このモデル事業の成功を背餓と

して、多くの不動産事業者等の参加する地

域共生の土地利用研究会を開催し、京都都

心部の地域まちづくりの高まりと平行し

て、モデル事業を積み重ねていくこととし

ています。

4 今後の課題

(1) まちづくりの獲得目標の明確化

今日、地域住民が取り組んでいるまちづくり

40 

活動は、マンション建設の反対運動を始め、建

築協定や地区計画の策定や商店街の活性化、市

街地再開発、震災復興さらには在宅高齢者の生

活支援など多岐にわたり 、まちづくりの概念も

広がり、かえって地域住民が地域環境を自らの

手で向上していくという地域に身近なまちづく

りの獲得目標が不明確になっています。

このため、センターでは、地域まちづくりの

将来像として以下の 3点を掲げています。

① 住民の誇りである地域の人的、物的、文

化的脊源が生かされているまち

② 生活の基盤である事業が安定し、高齢者

や子供も安心して暮らせるまち

③ 新しい人材や活動と既存の住民や活動が

既かに交流し生き生きと暮らせるまち

そして、こうした地域を実現していくための

まちづくり活動のあり方として

① 住民が誇りに思えこれからも大切にして

いくべき地域の多様な資源を客観的に把握

し、多くの住民がこれを共有する

② この共有した情報を対外的に分かりやす

く発信し、地域に貢献する新しい人材と活

動の誘導を図る

③ 情報を共有し発信し、新しい人材や活動

を受け止め調整していく仕組みや組織を整

備する

の3点を専門家と共に実現してくまちづくり

活動が求められています。

(2) まちづくり専門家の職能の確立

次に、こうした住民活動を支援していくまち

づくりの専門家は、日常、それぞれが細分化さ

れた専門領域で活動することによってその活動

原賓を得ているのであり、まちづくりの専門家

として自立できる社会環境にはありません。

このため、まちづくり専門家の職能の確立に

向けた以下の取組が求められています。

① まちづくりに取り組んでいく地域を増や

すなど、活動の場を確保する



② まちづくり活動に必要となる資金を多様

に確保する

特に②については、行政の補助金だけでなく、

地域住民自らの費用負担や企業との連携事業に

よる資金確保など、その活動に相応しい資金確

保のルートを開発する必要があります。このた

めにも、理念的な目標像だけでなく、今、そこ

に住んでいる住民の現実的な利益につながって

いくことが地域のまちづくりの獲得目標である

ことを明らかにしながら進めていく必要があり

ます。

また、市民とのネットワーク形成の上で、セ

ンター職員は常に市民の側に立ち市民の意見に

沿ってその行動を決めていくという姿勢を持ち

続けることが、最も重大な課題であり、地域住

民との交流の中でこの姿勢を獲得していく 学習

を繰り返すこととしています。

京都•町衆のまちのパートナーシップ
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まちづくり支援の実験

ーアリスセンター（まちづくり情報センター・かながわ）の10年一

アリスセンター事務局長川崎あや

1 神奈川の市民活動の
情報拠点

「アリスセンター」の誕生

横浜市中区。JR関内駅から横浜市庁舎を横切

り神奈川県庁に向かって10分程度歩いた古い雑

居ピルの中に「アリスセンター（まちづくり情

報センター・かながわ）」の事務所がある。セ

ンターといっても、 20坪ほどの事務所は、小さ

な打ち合わせスペース以外はパソコンや賓料が

雑然と並び、専従スタッフ 3名にアルバイトス

タッフやボランティア、相談や打ち合わせで訪

れる人などが加われば飽和状態となる。

アリスセンターは、 1988年に神奈川県内の市

民活動の情報拠点として設立された。神奈川は

市民活動がさかんな地域であり、当時、逗子の

米軍住宅建設反対運動が基地の集中する神奈川

で大きなうねりとなっていた他、各地で開発に

さらされた自然の保全活動や、教育を問い直す

活動、人権問題に取り組む活動、安全な食品を

求める生協などの活動もあり、また生まれつつ

あった。こうした市民活動の多くが地域に根ざ

した活動であったが、地域課題の解決のために

相互に協力しあうような関係はまだそれほど見

られず、市民活動と関わりの深い知識人、活動

のリーダー、労働組合関係者、生協関係者など

が、活動団体や行政、専門家がお互いに協力し

て問題の解決にあたれるような拠点として設立

したのが、まちづくり情報センター ・かながわ

＝アリスセンターである。こうした地域のあり

方や森らし方を市民が自ら協力しあって決定

し、実践していくことこそ「まちづくり」であ

ると考えた。

会貝制の任意団体で、総会で運営委貝を選出

するという、市民団体の一般的な組織形態を

とったが、設立当初から事務所とスタッフ（専

従 l名、アルバイト 2名）を確保したという点

では、市民団体としては当時ではまだめずらし

かった。スタッフ人件骰は生活クラプ生協神奈

川に支援してもらい（生活クラプにはその後

1994年まで人件特支援を続けてもらった）、事業

アリスセンター事務所

川崎あや
I濯＂遠量清9-
1962年生まれ
1988年 在学中の同年からアリスセンター（ま

ちづくり情報センター•かながわ）に

事務局スタッフとして参加

1994年事務局長
県内の市民団体からの相談対応や活

動の事務局まちづくりに関わる県内

自治体からの受託業務などに携わる。
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チェルノブイリの子どしたら•呼ぶ 竃量ん．いつけん元量な子どもたらで
＊／績●では、'"●からチ・ルノ すが、 ●鎗●に生●れた子どもたらも
プイリ●費●鎗の●災児●●●●に＂ 負裏力の量下や内●●9●い子もいて．

んで鐸●●言る『●●ステイ9●して 子どもたらの体●●みながらtt• •tt
い竃す． 9●●の會●も •9 寧から約 ってい●す．でも、だいじ ょうぶ9』
．．閾子どもたら ●人と つ●そいが賣 と●くと『だいじょうぶ』と ●い●す．
・す．，，ひ、交羹してくだ●ヽ‘・ • らにとってはその飲●●9●●だから
子どもたらは●下だったため鰍射● で.... 約●●鵬の●● ス 9イです•"’
＂＇゚ が` ●91lいだベラルーシ貴わ 鱒で鎗＂纏に門戴され ていない●ぺ●
●●屯’'んでい重す． 鮫H•の●● ●’ ●●べて．•本の子どもたらとしたっ
●分にな●亭鑢順は•ーソ ●,,日 ． セ ぶ9薯んで元賃になり直す・•員は遍
シウムが 309プルトニウムにいた じなくても寧量です．

っては 2 万•干攣です· • 鑢から 9 3 今裏で呼んだ29人の子どもたらの
皐遍ぎた今でも．庫射●はなくな●ど ●性はそれぞれで、零艘●訪間 しても
ころか＊・甕賃・ ●ぺ●からの●●●9 みくら●になりながら＇ ．たらってス
●んでいるため． m••ら＂り ● して 9ーみたいだね』と●う子もいれば
薦外で像●●曾● 9...ス●イ』●’" "“心いは●● 』 な子もい拿寸•ヽ．
われてい直す．＂””m•ら” 膚．．＂つてくれた 9電●では大人に
”したが．＂＂が ●●鴫●のた ．．．った 9、小●ヽ 、 9たらと遍んだ
め會では●料●遍した●富が置拿鶴に 9とてもやさしい＋どしたらです．そ
晨んでい皇すので、鼻円畳嶋嶋吐● して●●大日にし拿す．

ってい •＊ん． ＂心 べる子どもは●られて●の

遍い●事に攣•；ドミ：●の●冑 で` 9どもたらの艤●の綱麟や拿檀へ
●したよ うな重慶 ーら"”び ●畢▲や零＂晶の糧軌も してい●す．

゜
交流の嘱うくり
たくさ紐想いをつなね芍。

0 ミ冨、
昆！

ノウハウの攘供
． シンダ• .)外
隕壇硫虎と
システム闊祀
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費や事務所家賃などは会費収入など自主財源を

あてることとなったのである。

2 「情報センター」って何だ！
～アリスセンターの立ち上げ期

NPOへの社会的関心が裔まり、NPOや市民活

動の支援センターが全国各地で立ち上がってい

る今でこそ、アリスセンターはしばしばその先

駆的な存在として見られるが、 10年前は、特定

の課題を取り上げて活動するわけではない情報

センターを理解してもらうのは難しかった。そ

ればかりか、情報センターを旗揚げしても、市

民活動の情報やノウハウは活動してこそ、経験

的に蓄積されるものであり、当初のアリスセン

ターはいわば「情報のない情報センター」であっ

た。そこでスタッフがまず取り組んだことは、

県内の様々な市民活動を行脚して、どこにどの

ような活動や課題があるのかを知ることだっ

た。設立当初から月 2回発行した市民活動の情

ファイパーリサイクルネ ットワーク

回収した古麓はフリーマーケ ットにも出します

まちづくり支援の実験

報誌「らびっと通信」も、情報を提供してもら

う、あるいは取材させてもらう手段となった。

また、リサイクルや高齢化などのテーマで

フォーラムもいくつか試みた。

2 ~ 3年たっと、県内の主だった活動団体と
はお互いに知り合い、好意的に受け入れてもら

える関係になった。様々な団体からニュースレ

ターやイベント情報も集まってくるようにも

なった。1990年には、神奈川で環境保全活動に

関わる人たちとリーフレッ ト「地球を救う127の

方法・日本版」を作成 • 発行したり、「市民活動

のマネジメント」に関心をもつ人たちとともに

調査（トヨタ財団助成）を行うなどした。この

頃から、アリスセンターの 3つの機能として「情

報センター」「支援センター」「シンクタンク」

を掲げるようになった。

しかしそれでもまだ、じゃまにならないけど、

それほど役には立たない存在だったのである。

市民団体にと って役にたつのは、自分たちの活

動に必要でかつ自分たちの持たない情報やノウ
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ハウである。アリスセンターはそうした「得意

技」を持っていなかった。

3 事務局業務と受託事業

その後今日に至るまでに、アリスセンターは

2つの「得意技」を経験的に身につけることに

なる。ひとつは、継続的な市民活動 ・市民事業

の事務局業務であり、もうひとつは行政などか

らの受託事業である。

新たな活動や事業の立ち上げと運営を継続的

に支援する事務局業務は、 1992年設立の「ファ

イバーリサイクルネットワーク」（古繊維再生業

者と連携して、古着・古布の回収事業を行うネッ

トワーク）に始まり、 95年からの「市民ネット

ワーキング・相模川」（相模川流域の活動のネッ

トワーク）、「ピアネット」（障害をもつ人のコ

ミュニケーション手段としてのパソコン通信

ネット • 98年には事務局をアリスセンターから

独立させた）、「中村地区まちとくらしを考える
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市民ネットワーキング相模川

子どもたちといっしょに水質翡査

会」（地域の住民とともに市民利用施設や町並み

に関して検討・ 2年間で休止）、 98年からの「よ

こはまの森フォーラム」（森の手入れを市民が自

ら行うグループのネットワーク）、「かながわ

NPO法研究会」 (NPO法人化の相互支援、所轄

庁である神奈川県への提案）などがある。その

他、神奈川県内の市民団体リスト「（もっと） 2 

神奈川」 (93年発行）の編集作業の事務局や、水

郷水都全国会議 (95年）、 NPOフォーラム (97

年）といった神奈川で開催された全国規模の

フォーラムの事務局も引き受けた。

事務局業務を担うことで、アリスセンターは

第3者的な情報センターから活動・事業を推進

する当事者となるとともに、企画や財源確保、

関係者（団体）間の調整、行政や企業との関係

のもち方など、組織運営に必要な様々なノウハ

ウを蓄積することができた。会議の進行手法、

フォーラムの準備手順、資料や冊子の編集方法

といった具体的な技術も会得していった。これ

はNPOが社会的な存在として力をつけていく



ために必要な実践的なノウハウや手法に他なら

なかったのである。

他方、 1992年ごろから神奈川県および県内自

治体の市民活動支援事業や市民参加型事業にコ

ンサルタント会社の下請けとして協力するよう

になったのをきっかけに、 1994年にはアリスセ

ンターの受託調査研究部門として（有）ア リス

研究所を設立し、受託事業を本格化した。行政

からの受託事業は、市民として活動しているだ

けでは見えにくい行政組織内部の政策形成過程

に関わることでもあり、そのプロセスヘの市民

参加について行政に提案したり、関連するテー

マで活動する団体に情報提供することも可能と

なった。行政のどこが（誰が）どのような情報

を持っているか、どこにどのように働きかける

のが効果的かもわかるようになっていった。さ

らに調査を行い分析し提案としてまとめていく

手法も、試行錯誤で蓄積していった。

こうした事務局業務と受託事業の経験がもと

になり、市民団体、行政、企業からの相談や、

セミナーやワークショップの企画 ・運営依頼も

増えていった。

さらに受託事業は、アリスセンターが専従ス

タッフを抱えて活動するための主たる財源とも

まちづくり支援の実験

なった。会費や事務局受託費などのアリスセン

ターの年間収入が数百万円に対して、アリス研

究所の受託事業収入は3000万円を超える年が続

いたのである。しかしそれは一方で、受託事業

への財政的依存と、スタッフが受託した事業に

専念しがちになることによる自主事業の停滞と

いう弊害も生み出していたのである。

4 各地の支援センター
設立の中で

アリスセンターが歩んできたこの10年は、ま

さに NPOが社会的存在として浮上してきた10

年でもある。特に阪神・淡路大震災でのボラン

ティアやNPOの活躍を受けて、1998年には特定

非営利活動促進法 (NPO法）が成立し、同時に

市民活動や NPOを支援する公設 ・民設のセン

ターが、全国各地で立ち上がってきた。神奈川

県内の行政においても、この10年間に分野横断

的に活動を支援するセンターが次々と設置され

ている。1993年に横浜市が（財）横浜市女性協

会運営の「フォーラムよこはま」を、 96年には

神奈川県が公設公営の「かながわ県民活動サ

ポートセンター」を、 98年には鎌倉市が市民運

かながわ県民活動サポートセンターのフリースベース
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営による鎌倉市市民活動センターを開設してい

る。アリスセンターにはない会議スペースや作

業スペースなど場としての機能に加えて、情報

提供や講座などの事業も実施している。

こうした支援センターを初めとした市民活動

支援を行政が実施し、さらにそこで市民との協

働を試みようとすればするほど、民間の支援セ

ンターであるアリスセンターの存在意義や役割

があらためて問われてくる。NPOは、公平性を

原則とする行政や、利益を追求する企業では不

可能な、先駆的で柔軟な活動やサービスが可能

だと言われる。また、職員が異動する行政組織

にあっては専門性の確保が難しいことも指摘さ

れる。しかしそれはあくまでも一般論であり、

神奈川県および県内自治体の行政が行う支援と

NPOであるアリスセンターの行う支援との間

の明確な違いを実証できるか、何よりも県内の

市民団体がそれを認識するに足る十分な役割を

果たせるのか、を考えざるをえなくなった。

アリスセンターがこの10年で一定の詔知を得

ることが可能となったのは、NPOプームとも言

える追い風に乗ったことも大きい。しかしその

追い風は、同時に市民活動支援に行政も企業も

こぞって参入するという競合も引き起こしつつ

ある。NPOであるということに安住している

と、追い風は直に逆風になり淘汰されることも

あり得る。

アリスセンターの10周年は、さらなる追い風

を自ら起こすか、逆風に甘んじるかの岐路に立

つことにもなったのである。

5 NPO法人化と今後の方向性

98年3月にNPO法が成立し、同年6月のアリ

スセンター総会においては、年度内にも NPO法

人化を申請することが承認された。設立当初か

ら漠然とではあるが法人化という将来像はあ

り、すでに受託調査研究部門を、有限会社とい
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う営利組織の形態をとらざるをえなかったとは

いえ法人化している。NPO法人化はごく自然の

選択であり、それまでの組織や事業を踏襲して

も法人化自体は可能だった。しかしアリスセン

ターにとってのNPO法人化は、単なる法人格取

得ではなく、今後NPOとしてどのような役割を

果たし、そのためにどのように事業を進めてい

くのかという、根本的に事業や組織を見直し、

再出発するという意味をも っていた。

アリスセンターの設立後の10年間で、市民活

動は一層多様化した。地域課題の学習を行う団

体や運動体もあれば、在宅家事介護を初めとし

て地域で必要とされるサービスを提供する団

体、子どもたちの居場所などのフリースペース

を運営する団体、森や川など地域の自然脊源の

保全を担う団体、障害者の自立生活や就労を支

援する団体、高齢者のグループホームやコーポ

ラテイプ住宅をつくり運営する団体、女性の相

談や緊急避難を受け入れる団体など、多様な事

業が市民団体によって生まれてきている。組織

の規模や対象とする地域の範囲、地域や行政と

の関わり方なども様々である。

こうした市民活動の多様化や地域に根ざした

NPOの登場は、地域社会（コミュニティ）の自

立や自治の条件が整いつつあることを示すもの

であろうが、現実には、市民団体と自治会•町

内会等の既存組織の間に軋礫があったり、多様

な利害と価値観をもつ住民間の合意形成が難し

かったり 、各分野ごとの市民団体、行政、地元

企業の連携がはかれないことで地域究源を有効

に活用することができないでいるなど、様々な

課題がある。地域に、神奈川にこだわり続けて

きたアリスセンターとしては、こうした地域社

会の脊源を発掘し、その地域に関わる多様な主

体間の連携や調整を支援することによ って、地

域課題の解決と新たなシステムづくりを今後め

ざしたい。



6 民間の支援センターと
しての存在意義

NPOの役割は、行政や企業では難しい多元的

で柔軟なサーピスの供給主体となるだけでな

く、これまで行政や企業によって構築されてき

た社会システムや経済システムを変革する推進

力となることでもあろう 。そのためには行政や

企業と連携しつつも、実践的な政策提言を行い

それを実現する力をもつことも求められる。ア

リスセンターが民間の支援センターとして存在

する意味も、既存のシステムのもとで市民活動

が発展するための支援ではなく、地域から既存

のシステムを変えていけるような政策提言の機

能をもつことにあるのだろう 。

NPO法人アリスセンターの設立趣旨書には、

目的として「課題解決を市民自らが担う自治型

の地域社会をめざし、市民がまちづくりの主体

となるための手法やシステムの開発、社会環境

整備に関する提案を行うとともに、地域におけ

る市民の活動やまちづくりのための実践・政策

提案を支援していきます。」と掲げた。考えてみ

れば、 10年前アリスセンターを設立したときと

言っ ていることに表面的な違いはそれほどな

ぃ。スタートラインから迷わず一歩を踏み出す

までに10年の経験が必要だったというところだ

ろうか。

7 NPO法人化後の組織と事業

99年6月にNPO法人化を申請し、同時に再出

発に向けてのいくつかの検討課題に取り組みつ

つある。

ひとつは、事業の財政的健全性の確保である。

アリス研究所の受託事業に依存してきた収入バ

ランスを、会喪と自主事業収入を高めることで

是正することである。すでに設立以来10年間据

え置いてきた会喪の値上げや、相談業務の一部

まちづくり支援の実験

有料化を実施し、採算性を考慮しつつセミナー

や脊料の発行など自主事業に力を入れつつあ

る。

もうひとつは、これまで事務局主導で行って

きた事業を、理事主導、会員参加型の運営に軌

道修正することである。有給スタッフだけで実

施できる事業には限りがある。世代交代も考慮

し新たな人材を理事に迎えるとともに、会員へ

のこまめな情報提供を試みている。さらに会員

がそれぞれの関心や得意分野を生かしてアリス

センター事業にどのように参加できるかを、ア

ンケート等で調査する準備も進めている。

さらにこうした事業の実施にあたっては、事

業評価を行っていこうと、その指標や手法の検

討も進めている。

アリスセンターがNPOとして、また支援セン

ターとして、今後本当に前述のような方向に進

むことができるのか。今は何ともいえないとこ

ろである。ただ、NPOは市民の手で新たな社会

を創りあげていくための装置である。 NPOを

使って何を実現していくのかが、 NPOにも、

NPO支援センターにも問われているのだと感

じる。
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広小路中央商店街とともに

広小路中央商店街振興組合理事長 安渭蚕幸サ台

商店街は無限の生き物です。

我々と同じ様に個性を持ち、固有の運命を持っ

ています。

日々変化していきます。

よい環境の下では増々成長しその勢いは、誰も

止められません。

成長が止まり始めるとそのIIII復は、難しくなり

ます。

多くの過程を経て、結論を早く出そうと、再構

築へと進みます。

再構築が機能しなければ傍観から諦観へと進み

そして停滞します。

決して消滅はしません。

そして又新しい出来事、新しい機会に出会って

再生します。

このはじめもなければ、終わりのない、また

何時も問題を提供し、満点の回答が見つからな

い商店街と共に10数年が過ぎました。

少ない脊料と私の記臆をもとにした、現在ま

での商店街のイベント及び経緯の報告文です。

文中記憶迩い、誤謬もあると思います。以下拙

文ですが、我々広小路中央商店街振興組合を紹

介させて戴きます。

1 広小路中央商店街の
位置と沿革

我々の広小路中央商店街は、名古屋の都心部、

栄と名古屋駅の間に位置し、広小路通の伏見か

ら納屋橋にかけて広がっています。

戦後、昭和30年代までは、日本で有数の活気

ある場所として栄えました。夕方になると屋台

が広小路通の両側に立ち並び、名宝会館での映

画、ダンスホールでのダンス、御園座での演劇、

そしてヌード小屋もありました。娯楽の楽しみ

と、その後の屋台での一杯が、人々に潤いを与

えました。

この広小路中央商店街にいろいろな思い出を

持たれている年輩の方も多くおられることと思

います。広小路通をプラプラするという意味か

ら「広プラ」という 言葉が定着したのもこの頃

です。

また交通アクセスとしての市電もこの広小路

を走っていました。意図しない所で、それも、

動く大きなイベントでした。名古屋の中心広小

路には文化と娯楽が存在しました。

エンターティメントを持つ、

広小路中央商店街

ニューヨーク・マンハッタン、世界で最もエ

キサイティングなこの都市もプロードウェイと

いう文化がこの大都市の魅力を支えています。

我々の広小路中央商店街にも、タイタニックや

夏休み子供映画の上映で人の波をつくる「名宝

安藤幸治
＇ポ叩昏冒疇』＿

名古屋生まれ

1963年慶応大学卒
家業喜多福総本家に入り四代目継承、

現在に至る。

1998年 広小路中央商店街振興組合理事長
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会館」、若者に人気の巨大ゲームセンター「ZXA

（ジグザ）」と音楽の殿堂 「ヤマハミュージ ック

名古屋」、ワールドワイドな「ハード・ロックカ

フェ」があります。さらにこの春、劇団四季が

運営する「名古屋ミュージカル劇場」が堀川沿

いにオープンしました。

「名古屋ミュージカル劇場」は、年間35万人以

上の観客（多くは県外）を、

我々の広小路に呼んでくれ

そうです。さらに年間10万

人以上の外国人を招いてい

る「名古屋観光ホテル」と

「ヒルトン名古屋」という名

古屋を代表する 2大シティ

ホテルと、名古屋で最も客

室が多く、さらに都心で温

泉も持つ「名古屋クラウン

ホテル」も近くにあります。

我々の広小路中央商店街

は、数多くの背景を持ち、

個性ある商店や飲食店、大

企業の名古屋支店が混在す

る特異な商店街です。大店舗法に関わるような

デパートやスーパーはありせん。この様な組合

員構成が、商店街としては、少し他と異なった

イベント開催で、大きな力を発揮してきました。

広小路中央商店街振興組合

広小路中央商店街振興組合は、現在組合員74

名、理事役員14名の組織規模です。明治後期か

ら商店街活動はあった様ですが、文献賓料は

残っていません。

私の前任は、名古屋の商店街では有名な、大

御所の指導者、福田寿太郎理事長です。心底、

広小路を愛し、広小路中央商店街のためならど

んなことでも実現させてしまう、また実現させ

ようとするパワフルな指導者で、指揮官です。

いまでも元気に、情熱と気合の入ったロマンを

基に我々をご指導載いております。

広小路セントラルエリア活性化協議会の発足

我々広小路中央商店街振輿組合の商店街活動

を進めて行く中で、堀川を含む納屋橋地区一帯

の総合開発の計画が出現しました。行政当局の

ご指導もあり、御園通商店街振輿組合、納屋橋

銀座発展会、竪三蔵町町内会、中ノ町町内会、
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御園学区範囲内の有志と相計り昭和62年3月、

広小路セントラルエリア活性化協議会を発足さ

せました。現在会員数105名理事36名の組織規模

です。会長は福田寿太郎氏で現在に及んでいま

す。これ以後、広小路中央商店街振興組合はこ

の組織と共に商店街活動の勉強をより深く始め

ることになりました。

2 商店街の活動の歩み

「インターナショナル」に、こだわる

—平成元年

外国人を菓めるホテルがある我々広小路中央

商店街のイベントの特徴として、国際交流のイ

ベントの開催実績があります。名古屋国際セン

ターのご指導を受け、何度も瀬戸の名古屋国際

学校や一社にある］ICAの名古屋国際研修セン

ターをお伺いし、内容を相談・調整しながら平

成元年に完成した朝日新聞横の公開空地くアム

ナット広楊＞で行った「インターナショナルフ

レンドシップ」（平成元年10月14日開催）は記憶

に深いイベントでした。

市政百周年、世界デザイン博を記念して開催

したこのイベント、デープ・スペクター氏の記

念講演、バンドショウもさることながら、国際

学校の生徒さんたちによるコーラスは今でも鮮

明に党えています。各役貝がそれぞれ役割を持

ち、く商店街のイベント＝売出し＞ではないこ

の文化的（？）イベントを手作りでなんとか組

広小路中央商店街とともに

み上げました。それまでの名古屋姉妹都市の作

家の彫刻作品の設置などの国際交流の実績か

ら、さらに一歩先に出た国際交流イベントでし

た。

当時の商店街の NEWSの挨拶を紹介します。

「前略 ・• 国と国、政府間の交流もさることなが

ら、本当の国際化とはそれぞれの国の市民と市

民の交流、庶民と庶民の友情が芽生えて初めて

生まれるものと思います。

今回、私ども広小路中央商店街・セントラル

組合貝の呼びかけに対し、名古屋在住のアメリ

カ、ヨーロッパ、オーストラリア、アジア、中

近東、プラジルをはじめ、世界30ケ国248名とい

う多数の外国人のご参加をいただき・・・中略・・・

平素は言葉の異なる日本で、何かと苦労されな

がらご活躍のことと存じます。 今日 ー•日はお仕

事を忘れて、広小路中央商店街・セ ントラルエ

リアの市民と心と心を繋ぐ国際交流のもと、歌

と踊りと音楽を楽しみ、時間の許す限り最後ま

でお過ごしください。ご参加の外国人の皆様が、

私ども市民との友情を通して「心あたたまる素

敵ななごや」「ワンダフルパーテイーなごや」と、

帰国されたあとも思い出の 1頁として心に残る

ことを期待して、挨拶といたします。Thank

You Very Much・ • ・・ ・」

アムナット広場でのジャズバンドや外国人

コーラス隊、豪華伐品のビンゴにダンス大会な

ど企画は、夜9時近くまで続きました。在名外

国人とともに楽しんだ屋外パーティくインター
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ナショナル ・フレンドシップフェスタ＞の開催

は、各関係者への無理矢理の了解を取り付けた

ことで実施できたものでした。私にとりまして

は、締めくくりの英語スピーチの悪戦苦闘がこ

の時から始まりました。 その節は諸処お許し
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いただいた関係者の皆さん、ありがとうござい

ました。

そういえば、このイベントの会場であるアム

ナット広場の完成（平成元年3月1日）の際、

50年後に開こうとタイムカプセルを埋め込みま

した。開けるまで後38年です。

平成2年、3年は、遂に海外視察

平成2年8月には、遂に海外視察として、カ

ナダ ・エドモントヘ行きました。当時世界最大

の「ウエスト エドモント モール」を訪問、

到着後入場前に外周をバスで一周したとき感じ

た広さは、今も我々にとっての商店街づくりの

目標となっています。これも広小路セントラル

エリア活性化協議会での勉強がきっかけで、「い

いモノは必ず見に行く」という習旧が、知らず

知らずのうちに我々商店街のメンバーの中に根

づき始めていました。

平成3年のくインターナショナル ・フレンド

フェスタ＞は前年の第 1回が、屋外で少し寒

かったことを反省点として、室内、朝日ホール

で開きました。このときも大盛況で、名古屋国

際学校のハイパー先生と福田元理事長ペアの



ソーシャルダンスが印象的でした。

この平成3年から恒例の「広小路市」がパワー

ァップ、この年は、御園商店街と合同開催で、

「AMERICAアメリカ亜米利加」をテーマに当

時流行っていたランバダなどで盛り上がりまし

た。

さらに11月には二度目の海外視察

ウオーターフロントの街、サンアントニオヘ

現在、我々が抱く商店街の理想の再開発モデ

ルイメージは、このサンアントニオヘの視察に

よりほぽ固まりました。堀川を持つ我々広小路

中央商店街にとってサンアントニオは理想の開

発です。福岡のキャナルシティもこのサンアン

トニオの開発をモデルにされています。運河と

物販や飲食、さらにエンターティメントの融和、

理想の開発です。

平成4年は「おどりゃなソン！‘ノン！」 さら

に、

く英文カラーイラストマップ＞と

「広小路国際円卓会議」

平成4年も＜インターナショナルフレンド

シップフェスタ＞で盛り上がりました。第3回

目となるこの年は、遂に場所を名古屋ヒルトン

の最大のパーティルームく扇の間＞に移し大プ

レーク。阿波踊り連も呼び大いに「おどりゃな

ソン！ソン！」と盛り上がり、益々国際交流の

広小路中央商店街とともに

輪が広がりました。この年は、文化的なことに

も目覚め、事前に広小路中央商店街のく英文力

ラーイラストマップ＞を制作、各商店頭やホテ

ルのフロントに設置する事で外国からのお客様

が広小路中央商店街を楽しんでいただけるよう

準備しました。

この時のく第3回インターナショナルフレン

ドシップフェスタ＞パーティのプレ企画とし

て、「国際化商店街」を目指して外国人の生の意

見を聞く「広小路国際円卓会議」も開催しまし

た。各国の名古屋在住のパネラーからは「何故、

道にはみ出してまで商売をしないのですか？楽

しいのに ！」とか、「メニューを店外に英語表示

で ！」など新鮮で、参考になる提案をたくさん

いただきました。

この年の海外視察は韓国・ソウル、話題のロッ

テワールドを訪問、世界最大の屋内型遊園地の

視察にて都市中心部でのエンターティメントの

あり方を見つけてきました。最初の海外視察で

見たくカナダ ・エドモントモール＞に比べ規模

は1/3ですが、このロッテワールドの方が我々

広小路中央商店街にとってはより現実でした。

平成4年11月には、

ロスからの彫刻の除幕式・

そこでもどたばた

平成4年11月2日、名古屋4姉妹都市の内、

南京 ・シドニー ・メキシコ各都市の作家の彫刻

3作品に引き続き、ロスアンゼルス在住の

チャーナ ・リッキー女史の作品「家族＜絆＞」

を入手、アムナット広場の広小路ギャラリーで

西尾市長ご参加のもと除幕式を開きました。

とっても素敵な作品です。

この除幕式に際してひと騒動、作品の除藩式

に是非参加したいとチャーナ ・リッキー女史が

ご主人とともに名古屋入りされたのですが、ご

主人が持病でダウン、宿泊のホテルから中村日

赤病院に移りチャーナ ・リ ッキー女史も看病、

恨れない日本での入院に対し日替わりでお見舞
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いに行っていました。おかげさまでご主人も元

気に回復、今でもリッキ一家と商店街の交流が

続いています。

この年、街では「モツ鍋」が流行っていまし

た。
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都心にふさわしい景観となる

また、同年3月、都市景観整備計画の結果と

して広小路中央商店街が都心を代表するにふさ

わしい景観となりました。

行政ご当局と 6商店街の足掛け4年がかりの

合意でした。結果としてこの後広小路通6商店

街合同イベントヘの契機となりました。

平成5年は「世界寺子屋運動」に協賛

平成 5年4月8、9日とく広小路市＞を開催、

商店 ・企業を回り、抽選券の発行枚数を上回る

伐品を菓めこのころから広小路市名物、嵌華な

抽選会が定着しました。アムナットスクエアー

でのイベントではわざわざ木曾上松の太鼓隊が

参加していただき、都心のビル街に大太鼓の心

地良い音を響かせました。歩道にはもう 一つの

広小路市名物、手作り商品を売る素人ワゴンに

出店していただき、通勤や昼休みのサラリーマ

ン、 OL、そして買物を楽しむお客様に普段と異

なる商店街を楽しんでいただきました。

さらに続けて翌月、 5月8日に開催したく第

4回インターナショナルフレンドシップフェス

夕＞は場所を、名古屋観光ホテル「那古の間」

で開催しました。前年同様に、244人の外国人を

招き、大いに盛り上がりました。このイベント

に際して事前に組合員より募金を集め、名古屋

国際センターを通して日本ユネスコ協会推進の

「世界寺子屋運動」に広小路中央商店街として

パーティー会場での募金も加え701,800円、協賛

しました。

この年の視察旅行はくハウステンポス＞を訪

問しました。その際の、「エコロジーとエコノ

ミーの共存」 ・・天然ガスによる冷暖房、独自完

結型の廃水処理プラント、そして海や大地への

リサイクルのコンセプト・・は、エコロジーや

ゴミ問題が益々日常化している今、私どもの考

え方の基準の一つとなっています。



都市開発の第一人者 望月照彦先生との出会い

街づくりを進めていく上で望月先生の声望を

知り、 5月21日に朝日ホールで「都心都市の創造

が、明日の大都市の活力源となる」の演題で講

演をお願いしました。

内容は、‘‘広小路は黄金のエリア’' である。

1.交通アクセスは駅から5分で申し分なし。

2.堀川というリバーフロントを持っている。

サンアントニオも人造の川である。

3.名古屋のド真ん中にある。

痩せても枯れても名古屋のド真ん中。

都市文明のバチカンを創り未来都市はシ

ティインシティ，

都市の中の都市と考えていかなければなら

ない ・・ というもの。

先生の熱弁は我々に深い感動を与えました。

パブル崩壌を吹き飛ばせ

強気な行事、盛りだくさん一一平成6年

平成 6年は円高と反面、ビル不況とも云われ

広小路中央商店街にも空室が目につくようにな

りました。“マイリバーマイタウン構想”のもと、

堀川の護岸工事が始まりました。堀川の再生、

街づくりをどうしたらいいのかを商店街組合員

のみならず広く名古屋市民に参加できるシンポ

ジウムを開催しました。

西尾市長にもご臨席を頂きご挨拶を頂きまし

た。挨拶の一部分をご紹介します。

「“マイリバーマイタウン構想＂で堀 川は日本で

広小路中央商店街とともに

第1号に指定され、調査がようやく 実施段階に

入りました。護岸工事が終わったらヘドロを除

去し、最終的には木曽川から水を引 く計画もあ

ります。時間はかかりますが、堀川自身と周辺

を含めて、名古屋市民が誇りを持てるものにし

ていきたいと思います。」

現在導水計画が紙上でも取り上げられるよう

になりました。名古屋ヒルトンホテル「竹の間」

で開催されたシンポジウム「堀川納屋橋地区

ウォーターフ ロントと街づくり …熱き夢を現実

に…」 は、基調講演、パネルディスカッション

ともメモを取る人も多く、質疑応答では、質問

が飛び交い、市民の堀川再生に寄せる期待の大

きさが感じられました。予想を上回る聴講者550

名で会場は満杯大盛況でした。

「街づくりセミナー」開講

前年の望月先生の講演に深い感銘を覚えた

我々は、セミナーの開講を企画しました。幸い

望月先生の快諾を頂き 5回の開講ができまし

た。

第一回「大転換期の都市開発の方向と哲学」

…不況期をいかに乗り越えるか…

第二回「集客型都市都心部創造の構図」

…いかにお客様に喜んで集ま ってもら

えるか…

第三回「都市中心ゾーンの役割・機能とその未来」

…広小路エリアのルネ ッサンスを考え

る・・・

第四回「都市商業の挑戦と活性化戦略」

…21世紀に生き残る者馴し、商業とは何か…

第五回「街づくりと開発手法」

…官民学が一体となった都市創造商業

政策の実践…

望月先生の講義は人気集中、実際に手がけら

れた再開発事例、話題の再開発地域の検証、諸

外国最新商業施設紹介 （スライド）等、我々に

深い感銘を与えました。

また、この年には横浜 （みなとみらい21地区）
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と八景島シーパラダイスヘの研修旅行を行いま

した。

総合アミューズメントパーク「ZXA（ジグザ）」誕

生と広小路に音楽放送

8月に総合アミューズメントバーク「ZXA」

が誕生しました。大型最新ゲームセンター

「SEGADEPORTE」を核に、屋台プースを有す

る「歌舞伎屋台村」オシャレな物販「カジュア

ルのれん横丁」そして通信カラオケ「StarCafe」

などで構成される「ZXA」がまた広小路の新し

い顔を作り出しました。

同時に街路灯の音響設備を利用して、衛星放

送 (CS-PCM)による音楽を流し始めました。

広小路中央商店街内の歩道を歩かれる際、お気

づき頂ければと思います。

「堀川物語95」～納屋橋がいま変わる～

テレビ愛知が放映 —平成 7 年

広小路中央商店街では、テレビ愛知とともに

テレビ番組「堀川物語95」を制作、平成7年1

月21日に放映。我々も視察したサンアントニオ

の査料画像とともに堀川の未来を提案しまし

た。

広小路市 ～春まつり大福引市～

3月30、31日、恒例の「広小路市」を開催。

この年の「広小路市」から抽選会場を新装の

「ZXA」内イベントスペースに移し大いに盛り上
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がりました。

この「広小路市」こそ、私ども広小路中央商

店街の特徴的なイベントです。各商店ごとの売

上を上げることよりも、いかにお客様、地域住

民、勤務者に、楽しんでいただくかを最優先に、

組合員や組合員の取引先企業まで支援を役員自

ら求め、 5000余本の協賛買品を渠めます。ほぽ

空くじ無しで、豪華賞品を用意してしまいます。

商店前の歩道には素人手作りショップを誘致

し、ワゴンのレンタル料位の少額にて、素人さ

んにそれぞれ個性的な店を出していただいてい

ます。毎日のように買物や通勤、仕事、通学等

様々な用件で広小路中央商店街を行き交う人々

にとって、「広小路市」の二日間は、普段と異な

る様相を見せます。普段と異なる事で、人々に

改めて商店街を見つめ直していただき、いつも

通り過ぎていた店にも輿味ができ立ち寄ってい

ただけます。

朝日新聞横のアムナットスクエアーではミニ

コンサートを開きます。とかく澗いや余裕のな

い都心で、昼休みや退社時間に流れる少し大き

な音の快適な音楽は、都市の可能性への提案と

考えています。いつも公共な場所で音楽やパ

フォーマンスが行われている事も都市文化の重

要な役割と考えます。

さらにヒートアップ

「広小路トワイライトステージ」

この年 7月28日には、（財）名古屋観光コンベ

ンションビューローの創設5周年記念の「広小

路トワイライトステージ」に協抒。アムナット

スクエアーで開かれたこのイベントのオープニ

ングイベントやゲーム大会を企画運営し、た＜

さんの観客を集めました。「地元商店街がここま

でこのイベントを盛り上げるなんて、この広小

路中央商店街が最商」とおだてられるほど、組

合員の熱意は高く、イベントを大いに楽しみま

した。

確かあのとき誰かが「このままアムナットス



クエアーを屋外ライプステージにして、ビア

ガーデンにしたら最高」と盛り上がっていまし

た。会場でも特設のモニターで「堀川物語95」

を放映、番組を見損なった方も興味深く番組に

見入っておられました。

秋には「広小路・御園市」として、

御園通商店街と合同開催

10月2、3日、御園通商店街と「広小路・御園

市」を合同開催。同時期名宝会館で、上映中の

ゴジラが商店街に出現、居合わせた子どもたち

が大喜びしていました。組合貝の東宝さんがみ

えるおかげで、こんな事ができてしまうのも広

小路中央商店街の特徴です。

この年末から、現在も好評な「広小路ストリー

ト・エキスプレス ・イルミネーション」を広小

路6商店街で実施。ベネチアグラスの美しい街

路灯257基の光に加え、 8万個のオレンジ色の電

広小路中央商店街とともに

球光は大好評で、ご周知の通り、今日まで広小

路の冬の風物詩となっています。

平成8年3月、広小路中央商店街に、遂にコ

ンピニ（ココグルメ広小路店）がオープン商店

街の様子も少しずつ変化してきています。いま

では当たり前のインターネットについての勉強

を組合貝で始めたのもこのころです。

この年の10月、「広小路市」には、流行のガレー

ジショップも出店、結構な売上をつくり、広小

路の経済的な底力を感じました。

11月、 できたばかりの福岡「キャナルシ

ティー」を視察、人口運河を取り込んだこのピッ

クプロジェクトに、「先を越された」と思いつつ

も、「今に広小路にも」と夢を広げました。

このとき出会ったミュージカル劇楊が、今年、

私たちの街にやってきました。同じ劇団四季が

運営する劇場です。

早くも独自のホームページに

仮想モールを立ち上げ—平成 9 年

平成9年 1月1日には早くも独自のホーム

ページに仮想モールを立ち上げました。

街並みも変わりはじめ、あのハワイやロサン

ゼルスで有名な「ハードロック・カフェ」の

「ZXA」入店もあり、オシャレな商店街の顔を持

ち始めました。

10月には、念願の広小路ギャラリ ーの彫刻の

紹介モニメントの除藩もでき、名古屋市長のご

参加を頂き盛大にセレモニーを実施しました。

平成10年には、新業態のコーヒーショップが

建ち並び、商店街にはカレーの大手チェーン、

チケットショップ、クイックマッサージの入店

など、商店も一部様変わりを始めています。

そして今年、平成11年には大々的に広小路通

の歩行者通行量調査を行いました。不況下のも

とですが我々にとって希望が持てる数字であり
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結果でした。

恒例の 「広小路市」も10月に開催の予定です。

特に本年は、商店街の美化運動として、迷惑駐

輪、違法駐車の移動、違法看板の撤去キャンペー

ン「人に優しい街づくり99広小路中央商店街」

を強力に推進します。

「人が集まり、街が変わる」 ・・・「人を集め、

街を変える商店街」・・ • それが我々が求める広

小路中央商店街です。
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まちづくりをささえる地域型資金

ーアメリカのコミュニティ財団に学ぶー

パブリックリソースセンター設立準備事務局 岸g本：幸子・

1 はじめに

日本でもまちづくりの新しい担い手として民

間非営利組織 (NPO)に期待が高まっているが、

これらの組織のほとんどは査金面で課題を抱え

ている。民間（企業や個人）から民間 (NPO)

に対する査金の流れを広く、太いものにする必

要があり、NPOに対する査金的な援助を行う地

域型資金源（コミュニティファンド）が必要な

由縁である。現在仙台をはじめいくつかの地域

で地域型賓金をつくろうとする動きがあり、神

戸では 7月に「しみん基金KOBE」がスタート

した。箪者はこのほどアメリカのニューヨーク

にある査金仲介組織（コミュニティ財団）であ

る、ニューヨーク・コミュニティ ・トラストで

研修を終えて帰国したところである。本稿では

ニューヨークのコミュニティ財団の活動を紹介

し、地域型資金がまちづくりにおいて果たす役

割について述べたい。

2 急成長する
コミュニティ財団

コミュニティ財団 (ComunityFoundation) 

とは、「免税資格をもち、非営利、独立の、公

的に支持されている、慈善的組織であり、複数

の永続的基金の集合体であり、特定の地域の長

期的利益のために運営されている」。つまり、

公衆によって支援されていること (Publicly

supported、年間寄付の三分の一以上が政府機関

または一般による寄付であること）、組織の内部

に複数の基金をもつ、基金の果実による助成活

動を行っていること、地理的な活動範囲をもつ

こと、がコミュニティ財団の特徴である。

教育、文化、芸術、環境、まちづくり、高齢

者、障害者、青少年育成、失業対策等の多方面

にわたる助成活動を展開しており、地理的には

小さな市を対象にするものもあるし、 一つの州

全体を対象に活動するものもある。

コミュニティ財団は寄付者側の立場からみて

税法上最も特恵的な優遇措置が受けられる寄附

先でもある。アメリカの公益団体（内国歳入法

第501条 (C)3項該当団体）は公益性の強弱に

より細分されている。大別するとパブリック・

チャリティと、プライベート財団に分けられ、

前者の方が公益性が高いものとして優遇されて

いる。インデペンデント財団や企業財団のほと

んどはプライベート財団として取り扱われる。

コミュニティ財団はパブリック・テャリティで

あり、寄付金控除の限度枠、評価性資産の評価

の取り扱い等の点でプライベート財団より優遇

されている（表 l)。

岸本幸子
"鴨辱珊閂レ1 -
1980年東京大学教養学部卒

1980年 卸住信基礎研究所研究員

1999年 米国ニュースクール大学大学院ノン
プロフィットマネジメント修士課程

修了

ユナイテッドウオイオブニューヨー

クシティ及びニューヨークコミュニ

ティートラストで研究員
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表1 コミュニティ財団とプライベート財団の課税取扱の違い

コミュニティ 財団 プラ イベー ト財団（非事業型）

関連事業所得 免税 免税

個人の寄付金控除 （現金） 課税所得の50％まで 課税所得の30％まで

個人の寄付金控除 （評価性汽産） 課税所得の30％まで 課税所得の20％まで

辿贈への控除 全 額 全額

法人の寄付控除 （現金） 課税所得の10％まで 課税所得の10％まで

法人の寄付控除（評価性；紆産） 課税所得の10％まで 課税所得の10％まで

投脊収益課税

表2 コミュニティ財団の成長の推移 （1989-1996)

1989 1990 

コミュニティ財団数 282 328 

総助成額（百万ドル） 427 496 

総寄付受入額（百万ドル） 554 609 

総脊産額（百万ドル） 6,002 6,622 

コミュニティ財団はアメリカでも急激に成長

している。財団協議会の賓料によれば、 1996年

現在アメリカ全土に411のコミュニティ財団が

あるが、そのうち39.1％は80年代以降、 17.5%

は70年代につくられている。金額ベースでも、

1990年には総査産額66.2億ドル、総助成額5.0他

ドルであったのが、 1996年には158.6f意ドル、総

助成額は9.5位ドルに成長した（表2)。急成長

の要因としては、好調な投脊活動と、寄付件数・

金額の増加の双方が指摘されている。また

フォード財団が1987年以降 Leadership

Program for Community Foundationsというプ

ログラムを展開し、コミュニティ財団の設立

を、脊金的、技術的に支援してきたことも成長

にはずみをつけたといえよう 。コミュニティ財

団への寄付は従来遺贈が中心であったが、最近

では生存中の寄付の受け入れも増加している。

またプライベート財団、企業等が基金運営の労

を削減するために、コミュニティ財団に寄付を

して、コミュニティ財団のなかに名前を冠した

基金を設骰するといった働きも、コミュニティ

財団の査産額の増加に寄与している。
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な し 2% 

1991 1992 1993 1994 1995 1996 

335 353 374 403 413 411 

545 638 718 653 806 951 

641 769 857 1,011 1,341 1,830 

8,045 8,726 9,691 10,071 12,383 15,858 

3 コミュニティ財団を
とりまく 3つのトレンド

ニューヨーク ・コ ミュニティ ・トラスト （以

下NYCT)は1924年に創立された、全米最大の

コミュニティ財団である（図 l)。1998年の総脊

産は17.6億ドル、基金数 1,300、総助成額は

1. 1位ドルだった。 NYCTの助成配分は、「教

育、芸術、文化」に40%、「コミュニティ開発、

環境」 25%、「健康、障害者」 18%、「こども、

行少年、家族」 16%、その他 1％となっている。

筆者は NYCTの助成部門に席をおいて、助成事

業の設計、実施、評価を間近にみる機会を得た。

この間、気付いたアメリカのコミュニティ財団

をとりまく 3つのトレンドを紹介したい。

第一に、コミュニティ財団の活動にはふたっ

の側面があるという点である。つまり、コミュ

ニティ財団は一般に、地域のNPOの活動に賓金

助成するのだが、同時に「地域力」 (Community

Capacity)とでもいうべき、社会的問題の解決

や生活の質の向上のために使われる地域の能力



図1 コミュニティ財団の資産規模

16% 

資産額 (100万ドル） 財団数

□$100百万ドル以上 29 

■$50-$999百万ドル＿ 20 

□$25-$499百万ドル 33 

□$10-$ 24.9百万ドル 63 

■$5-$9.9百万ドル 53 

口＄2-$49百万ドル 54 

■$2百万 ドル未満 73 

（関与する意思、査金、技術）を向上させるため

の支援活動も行っている。前者は現場の脊金

ニーズに応えようとするものであり 、後者は

NPOや市民、コミュニティの問題解決能力を引

き上げるための基盤整備的な活動である。現実

にはひとつの助成活動が双方の側面を併せもっ

ことが多いため、後者の意図は見えづらい。ま

た「脊金助成」という活動が日本ではともすれ

ば、お金を出すという 一時的、 一方的な事業、

どちらかといえば静的な事業に理解される傾向

があるため、脊金助成をてこに「地域力」を引

き出すという、長期的、積極的かつ戦略的な目

的は看過されやすい。 しかし、「地域）J」の養成

という視点は、コミュニティ財団の助成活動の

兵価であると思われる。

第二に、アメリカの NPOは現在、クリント

ン政権による「WelfareReform」福祉政策の転

換にいかに対応するか苦慮しており、コミュニ

ティ財団にとってもこれが大きな課題となって

いる。

1980年代のレーガン政権以米「小さな政府」

の潮流のなかで、連邦政府から、J11政府、 '}|91政

府から NPOへという権限委譲が進んでおり、

NPOの頁任が増大する一方で、政府予符の削減

の影響でNPOの財源が逼迫するという問題が

まちづ くりをささえる地域型資金

生じていた。それに拍車をかける形でおこった

のが1996年の福祉改革法案の成立だった。生活

保護と縁を切り 、職業人として生きるためのノ

ウハウを身につけさせるという「Welfareto 

Work」の考え方に基づき、生活保護の支給を原

則的に一人あたり最長で5年間に限定、就職を

拒絶する人には支給額の減額を求める内容であ

る。単なる金銭支援にとどまった従来の貧困政

策が、勤労意欲も就労能力もなくしたひとびと

を増加させ、それがさらに投困を助長している

として、むしろ貧困者に就労するための技術を

身につけさせる「Self-help」の理念を打ち出し

た。職業訓練への支援や、コンピューター教育

の強化なども同じ理念にもとづいている。

「WelfareReform」にみられる政府の役割の変

化についてコンセンサスはできつつあるように

みえるものの、これによって生じる新たな、あ

るいは未解決のまま放置される問題は、山積し

ている。就労しても低賃金のためにかえって深

刻化する貧困、就労から取り残される「沈殿層」

の存在、家庭やコミュニティの荒廃等、 NPOに

とってこれにどう対応するかは最大の課題のひ

とつである。特に政府の対応が、就業が翁困を

打開するというある意味で単純な理念に基づい

ているのに対し、NPOの間では貧困陪のかかえ

る問題は、教育の荒廃、マイノリティヘの差別、

麻薬、家庭内暴力等多様な問題の複合物として

増大していて、単一の特効薬はないのに、貨任

がNPOに押し付けられているという認識があ

り、 NPOの焦燥感を強めている。

第三に、この「WekfareReform」への対応の

手法として NPOの間で強調されていたのが、

「Collaboration」（協同）によって活動の影評力

(「Impact」）を高めるという考え方だった。

そもそも NPOのマネジメントには営利企業

のマネジメントと異なり、（ 1)ミッション（使

命）の追及、（2)多様な投入賓源（人的にはボ

ランティアやパートタイムスタッフ、フルタイ

ムスタッフ等、資金的には政府補助金、民間助
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成金、寄付金、事業収入等）の効率的なミック

スと運営、（3)外部環境の評価にあたり、「競

争」だけでなく「協力」を念頭におく 等の特

徴がある。「Collaboration」（協同）はこれらの

非営利マネジメントの特徴を発展的にとらえた

もので、当該事業の「Stakeholder」（関係者）

や「Consituancy」 （後援者）を幅広くとらえ、

あるいは掘り起こし、その間に協力関係を構築

して、互いの能力を最大限に引き出し、シナジ一

効果をねらうものである。つまり各々の関係者

のもつ賓源は限られているのだが、それらを効

率的に組み合わせて、最大の効果(「Impact」)

を得ようとしている。

4 3つの助成モデル

上に述べた 3つの課題ー「Community

Capacity」（地域力）の構築、「WelfareReform」

への対応、「Collaboration」（協同）の構築ーへ

の対応を試みている先駆的な助成事例を NYCT

の活動のなかから選び紹介したい。紹介する助

成事例はいずれも 3つの課題に取り組んでいる

が、取り組み方における主な「Stakeholder」

（関係者）という 視点からみて、シンクタンク型

助成、パートナーシップ型助成、コミュニティ

イニシアティブ型助成、という 3つのタイプに

分類することができる。3つの型は同時にコ

ミュニティ財団（あるいは広く地域型査金）が

脊金的支援を通じてもつ機能（地域型調査研究

の奨励、行政と NPOのパートナーシップの構

築、地域のNPOの能力向上やネットワークの推

進）を示してもいる。

●シンクタンク型助成

次のふたつの事例はともに福祉政策の低所得

者層への影押をみるために NPOが企画した調

査研究活動をコミュニティ財団が支援した事例

である。CitizensHousing and Planning Council 

(CHPC)は住宅問題を扱うリサーチとアドボカ
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シーを行っている NPOである。CHPCでは、

公的住宅のデータ (NewYork City Housing 

and Vacancy Survey, HVC)を解析することに

より生活保護の受給歴のある居住者の追跡調査

ができることに着目、福祉政策の変更の貧困層

への影咽をさぐる調査研究プロジェクトを企画

した。ニューヨーク市では、生活保護受給者の

実態データはこれまでなく、生活保護件数その

ものは1995年3月をピークとして減少の一途を

たどっているものの、生活保護を「脱した」ひ

とびとが果たして政府の想定通りに労働市場に

吸収されて「自立」するに至ったのか否かは不

明だったのである。CHPCの調査は住宅データ

を使うことにより 、十分なサンプル数で低所得

層の動向分析ができるわけで、政策論議に一石

を投じることが期待されている。

同様にNewYork City Self-Sufficiency Standard 

Projectも、福祉政策変更の効果を検証するため

の調査であり、ニューヨーク市で人間らしい生

活を営むのに必要な最低コストを算出すること

を試みるものであった。同プロジェク トの手法

はワシントン大学の研究者によって開発された

もので、当該地域での実際の最低生活コストが

算出されると、たとえ就労できたとしても低賃

金のために最低生活コストを確保できず今まで

以上の貧困生活を余儀なくされる層が存在する

ことが明らかになり、何らかの公的支援の必要

性が浮き彫りにされるという効果を生んでい

る。これに注目したニューヨークの女性団体

Women's Center for Education & Career 

Advancementがニューヨーク市での実施の必

要性を認め、 NYCTに助成申請したのである。

上記のふたつの調査はともに、公的な統計上は

減少の一途をたどっているものの、ホームレス

シェルターなど現場の NPOでは増加をみてい

る生活保護世帯の実態をデータをもって明らか

にしようとする試みである。現場のNPOの実感

と日々の経験をデータで立証することは、非営

利セクターが市の政策論議にからんでいく上で



不可欠な手段であり、こうした調査研究に対す

る助成は地域型ファンドの重要な役割である。

コミュニティ財団は調査研究に資金提供すると

同時に、調査プロジェクトの結果をどのように

公表していくか、適切なアドボカシーの体制を

どのように組み立てていくか助言を与えてい

る。

●行政とのパートナーシップ型助成

NYCTの助成事例には具体的に事業を企画立

案し、自ら資金調達して、実施するような「起

業型」の助成活動もある。Summerin the City 

Programはその代表例であると同時に、アメリ

力における「行政とのパートナーシップ」がい

かに日本のものと違うかを痛感させる事例でも

ある。

Summer in the City Programは夏休みの学童

クラプ事業といえば理解しやすいかもしれない

（図2 同プログラムのパンフレット）。就労や

職業訓練プログラムに出席することが奨励され

ても、こどものいる女性などは夏休み期間中は

安心してこどもを預けられる施設がないので就

労できないという問題が生じていた。保育所や

図2 同プログラムのパンフレット

まちづくりをささえる地域型資金

青少年事業をおこなっている NPOはそうした

問題に気付いていたが、資金が不足して親のフ

ルタイム勤務に対応できるようなサービスを夏

に提供することはできないでいたのである。こ

れに対して NYCTは最も問題が深刻な11の地

区を選び、実験的に保育サービスを提供する事

業に昨年から着手したのである。実際にサービ

スを提供するのは事業の呼びかけに応え応募し

てきた16のNPOである。NYCTはサービスを供

給する NPOを探し出しただけでなく、他の民間

財団や NYCTの寄付者に呼びかけて、 100万ド

ルを超す民間脊金を調達した。さらに NYCTは

市当局（失業対策部局と児童青少年部局）に働

きかけて、最終的にこども一人あたり週120ドル

の補助金を引き出す交渉に成功した。この実験

事業で保育サービスを受けたこどもは3000人に

上ったので、最終的な市の補助総額は360万ドル

に達した。

NYCTの役割はこのような事業の立案と実施

体制づくりにとどまらず、NPOと市当局の間の

コーデイネーターとして事業推進も担当してい

る。例えば、市が補助金を出す第一の条件は、

こどもの親が就労しているか、職業訓練プログ

ラムに参加していることで、その条件に適合す

るこどもを数多く登録することが、民間と行政

との共同事業である同事業の成功の鍵だった。

そのため NYCTではこどもの登録状況を毎日

把握して市と NPOに情報をフィードバックし、

双方に対しi替在的なクライアントである低所得

家庭に接触することを促した。また補助金交付

には現場の NPOが適切な保育ライセンスを有

していることが必要である。夏期のサービス提

供にともない事業ライセンスの更新や変更を必

要とする場合には、書き替えが間に合わないと

NPOは市の補助金を受け取ることができず、査

金繰りが破綻する危険性がある。 したがってラ

イセンス取得スケジュールについて NPOに注

意を促すと同時に、市の担当部局に対して迅速

なライセンス交付を働きかけている。
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ここにみられる「行政とのパー トナーシップ」

の主導権は日本とは逆に明らかに NPOサイド

にあり、それを可能にしているのは、 NYCTの

存在である。NYCTの側の最終的な目標は、現

在の試験的事業の成功をてこに、 3年後には現

在NYCTが担っている事業推進の役割を市に

移管し、同時にサービスを市全域に拡大させる

ことである。NYCTは問題を発見し、事業の立

ち上げとマニュアルづくりを行い、いわば市に

「引導」をわたそうとしているのである。市当局

にとっても民間の知恵と脊金により事業のイン

キュベートができたことは望ましいことであ

る。現場の NPOは新たな補助金、財団脊金を

獲得し、クライアントのニーズに応える事業を

実施できるようになった。さらに NYCTは全過

程を通じ NPOに対してさまざまな情報提供と

アドバイスを行い、マネジメントカの向上に協

力している。いわばWin-WinGame（皆が得を

する状況）をつくりだしつつ、行政の問題対応

能力も現場の NPOの力も向上させているので

ある。このような能動的、起動的な財団の在り

方は将来の日本における地域型ファンドの機能

を考える上で大変刺激的であるといえよう 。

●「コミュニティ・イニシアティブ」型助成

次に紹介するのは NYCTが1994年から 6年

計画で展開している NeighborhoodStrategies 

Project (NSP)である。このプロジェクトでは、

市内の3地域でNPOが若年労働者のための雇

用機会の陪出と地域産業の活性化をめざしてい

る。同プロジェクトの特徴は、NYCTの支援が、

各地域の「Collaborative」（協同体）の強化に対

して行われているという点である。Collabo-

rativeとは協同して地域改善に取り組んでいる

各地域の複数のNPOの集合体のことで、同プロ

ジェクトの場合には、すでにでき上がっていた

各地域のCollaborativeに対し NYCTが賓金支

援をしている。Collaborativeの規模（参加NPO

の数）は地域によりばらつきが大きく、独立の
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法人格のある Collaborativeも、ない

Collaborativeも混在している。98年度で各

Collaborativeにはスタッフ人件喪と事務局運営

喪として30万ドル、事業のシードマネー 10万ド

ルが助成されている。

Collaborativeのような地域のNPOの協同体

はCCis、ComprehensiveCommunity Initiatives 

（包括的地域主導）と総称されており 、地域住民

や幅広いNPOの協力を通じて、分野横断的で包

括的なコミュニティ開発や福祉サーピスを供給

する主体として、最近注目されている組織体の

考え方である。

CCIによって通じ地域主導型で、永続的なコ

ミュニティ開発ができるのではないかという期

待が寄せられており、 NYCT以外にもいくつか

の財団が地域のCCIに対し継続的な助成を開

始している。財団と CCIとの間のコミュニケー

ションには、目標設定、戦略、評価方法、意思

決定過程などさまざまな点で課題が多く 、助成

手法としてまだ定まっているわけではない。

NYCTの助成している各Collaborativeもやっ

と計画策定を終え、事業実施段階にはいったば

かりであり、評価は時期尚早といわざるをえな

ぃ。しかし地域のNPOの連合体との会話とコン

センサスにもとづいて長期的、集中的に助成を

行うというのは、地域型ファンドの新しいあり

かたを示唆しており、注目に値するといえよう 。

5 日本型地域基金への示唆

日本では NPOということばが急速に浸透し

つつあるが、現在のところサービスの提供機関

としての役割に重点（もしくは期待）が置かれ

すぎているように思える。NPOが民間の独立機

関として意義をもつのは、自由な着想と機動性、

社会変革性にある。NPO本来の活動を支援する

ような民間の資金源がまさに必要であるといえ

よう 。

日本の現行の民間助成財団の活動はアメリカ



に比べ小規模で、しかも財団所在地が東京一極

修中型で地域の草の根の団体のニーズに応えに

くいという状況にある。また個人寄付の開拓や

分配は日本ではこれまで未発達の分野である。

節者は民間寄付金や助成金を新たな公共のため

の賓源ー「パプリックリソース」としてとらえ

拡大していくことを提唱したい。

不況、低金利の日本に、永続型基金の果実に

より助成活動を行うアメリカ型のコミュニティ

財団の形態をそのまま導入することは確かに不

可能に近い。しかし現在必要なことは、何のた

めにどのような地域型賓金が必要なのか、まず

目標を定めることである。その際にアメリカの

コミュニティ財団の「地域力」の向上をめざす

基本姿勢や、政策論議にからんでいこうとする

調査研究に対する積極的支援、NPO間や行政と

の間の協同に向けた能動的な活動姿勢は、現在

の日本的な静的な脊金助成活動の枠を超えるも

のとして参考にすることができよう 。

本稿では脊金調達手法について触れることが

できなかったが、アメリカにはオルタナテイプ

ファンドやユナイテッドウエイなどコミュニ

ティ財団とは異なる脊金調達ルートをもつ仲介

組織もある。これらの立ち上げ手法も参考にし

つつ、日本でも地域の脊金を地域のNPOに還元

する仕組づくりを構築するときが来ているとい

えよう 。
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ブラジリアの都市構造と都市交通

名古屋工業大学教授山本幸司

1 プラ ジルの概要

東西方向は西経36度～74度、南北方向は北緯

6度～南緯33度にまたがり、南米大陸約半分の

851. 2万krrl（日本の23倍）という国土を擁する

プラジルは、 1822年9月7日にポルトガルから

独立した。その首都は、 1549年にポルトガル国

王直轄の総督府として東北伯のサルバドールに

置かれたのを始まりとして、 1761年にリオデ

ジャネイロに遷都され、独立後も首都はリオデ

ジャネイロに置かれたが、その後1960年に新首

都プラジリアが建設された。現在プラジルは26

州と 1連邦区 (DF)によって構成され、総人口

は1.6他人である。

プラジルは20世紀半ばにそれまでの農業中心

から重工業中心の産業育成に移行し、めざまし

い経済発展を遂げたが、大胆な首都建設も一因

して世界有数の債務国となり、激しいインフレ

(1989年には2800％に達した）を経験した。1990

年に事実上初の国民直接選挙によって選出され

たコロル大統領が思い切った経済政策（コロル

プラン）を実施してインフレを抑え、 1995年に

誕生した現カルドーゾ大統領が新たな経済政策

（リアルプラン）を擁立している。プラジル通

貨リアル (Real)は1994年7月に実施されたデ

ノミによって米ドルに対してほぽ1: 1とした

が、その後は 1ドルが2.1リアルまで下がった時

もあったものの、現在は1.7~1.8リアルという

比較的安定した状態にある。

プラジルは1988年の憲法改正によ って地方分

権化を進め、地域開発にかかわる権限を地方政

府（州及び市郡）に委譲したが、この時に連邦

特別区知事も大統領指名から住民の直接選挙に

よって選出されるようになった。その後プラジ

ルは地域格差の是正を目的とした地域開発を最

龍要課題の 1つとして取り組んでいるが、地域

間所得格差は依然大きいままで、州別の 1人当

たり年間所得 (1994年統計）は最も少ないピア

ウイ州（東北部）が568ドル、最も多いサンパ

ウロ州（南東部）が4192ドルとなっており、両

州には7.4倍の開きがある。この地域格差は南

部 ・南東部の経済回復とともに、さらに拡大し

つつある。

プラジルはこのような地域格差だけでなく、

箕富格差が想像を絶する程大きく （貧困人口比

率が30％弱とな っている）、現在でも土地無し

住民が各地で抗議運動を展開している。しか

し、いわゆる人種差別は一部を除けばほとんど

ないと言っても過言ではない。

近年、プラジルでは国営会社や各種インフラ

の民営化が進んでおり、自動車専用道路さえも

民間に売却しようという動きがある。

山本幸司
I’凸羞:II'」―
1948年生まれ
1973年京都大学大学院工学研究科土木工学
専攻終了

1973年京都大学助手

1983年名古屋工業大学助教授

1990年名古屋工業大学教授
現在JICA長期専門家としてブラジリア

大学に滞在中。専門は社会基盤計画

学、プロジェクトマネジメント論
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2 ブラジリアの誕生

ブラジリアヘの遷都の歴史は、 1750年にイタ

リア出身の地図製作者コンビーナが、ゴイアス

州（現在のプラジリア連邦区を囲むように存在

する）の中央尚原の一角を首都候補地に選定し

た時に始まるというのが通説である。

プラジリアの誕生を歴史的事実で概観すると

以下のようになる。
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① 1821年にサンパウロ州政府が南緯15度付

近に新首都を建設し、プラジリアと名付け

ることを提案した。（現在のプラジリアは南

緯15度～16度に位置する）

② 1822年にブラジルは帝国国家として独立

したが、当時の宰相がミナス ・ジェライス

州パラカツ行政区に首都を建設し、プラジ

リアもしくはペトロポールと名付けること

を提案した。（パラカツはプラジリアから

230kmしか離れていない中央裔原の小さな

町である）

③ 無血革命で連邦共和制に移行した 2年後

の1891年に制定された共和国憲法で、「中央

高原の1.44万k吋に及ぶ地域はプラジル連邦

に属するものとし、将来の連邦首都を建設

するための区域」とすることが宣言された。

④ 1892年にブラジル政府よる本格的な現地

調査が実施された。

⑤ その後の空白期間を経て、 1946年の憲法

改正で首都移転が再び規定され、新たな候

補地の選定と首都の規模や移転計画などが

検討された。

⑥ 1953年には最適地選定作業に着手し、 2

年後の1955年に最終的な位置が現在のブラ

ジリアの地に決定した。

⑦ 1956年に就任したジュゼリーノ・クビ

チェック大統領が首都移転の実施に関する

法案を国会に提出し、成立した。また同年

に新首都建設のためのパイロット・プラン

のコンクールが布告された。

⑧ 1957年に首都建設工事が本格化した。パ

イロット・プランとしてはプラジル人建築

家ルシオ ・コスタ案が採択され、公共建築

物の大部分をオスカー・ニーマイヤーが設

計した。この年にプラジリア空港も完成し

た。

⑨ 1960年4月21日に首都移転が実施され

た。

「50年の進歩を 5年で」を合言葉とするクピ

チェック大統領の強力な指導力により、新首都

の建設ならびに遷都がわずか4年で完了したこ

とは「ブラジルの奇跡」と呼ばれている。この

ようにして建設されたプラジリアも40周年を迎

えることになる。

3 ブラジリアの概要

プラジリアは標高1100mの高原に立地してお

り、東西方向は約105km、南北方向は58kmに及ぶ

5782.8訓の連邦特別区 (DF)の中心部に位置す

る。気候的には日本のような四季がなく、雨季

(10月～3月）と乾季（4月～ 9月）に分かれて

いる。現在は乾季の真っ最中で、昼る日はあっ

ても全く降雨のない状態が続いており、湿度が

20％を下回る日もあるといわれている。気温は

年間を通じてあまり変化せず、日中は30℃を超

えるものの、朝夕は涼しさ、 肌寒さを感じるほ

どである。

ルシオ ・コスタが提案したプラジリア中心部

のパイロット・プランは飛行機の形をしている

というのが通説であるが、彼は十字架をイメー

ジしたというのが真実である。しかしプラジリ

ア空港への離発着時に、運良くプラノ ・ピロッ

ト（プラジリア市内部分）を上空から眺めるこ

とができると 、飛行機の形をしていることが十

分に認識できる。そのため、ここでは十字架、

鳥あるいは弓矢という表現ではなく、飛行機と

いう表現を用いることにする。



大統領府

ルシオ ・コスタのパイロ ット・プランがブラ

ジリア建設において全面的に採用されたわけで

はないが、その精神は十分に生かされていると

考えて差し支えない。ここで現在のプラジリア

を概観してみよう 。

プラノ ・ピロットは、機首が東（実際は東南

東）を向いており、胴体にあたる縦軸が首都機

能の中核となる公共ゾーン、 主炭に相当する横

軸が居住ゾーンを形成し、機能分化が明確と

なっている。

胴体方向は長さ約10kmで、先端部分に三権広

場 （国会議事堂、最尚裁判所、大統領府）があ

る。胴体方向の軸を形成するエイショ・モニュ

メンタル（記念大通り）の両側には官公庁施設

カテドラルと官庁街

ブラジリアの都市構造と都市交通

が続き、その周辺に国立劇場、

博物館、カテドラル等の文化施

設が展開している。官公庁施設

はデザインや高さが統一されて

きたが、昨今は床スペース不足

のため、各建物の裏側にアネッ

クスが建設されている。

胴体と交差する主製のつけ根

部分には各種商業施設やバス

ターミナル（市内及び衛星都市

向け）が立地している。この地

区は用途純化が大胆であり、南

北に分かれたホテル地区はホテ

ルのみが林立し、銀行地区には

プラジル主要銀行の建物が立地している。この

中心地区では道路交通量が多く、駐車スペース

が不足している。

9叫

中心部にあるショ ッピングセンター壁面の広告板

ホテルが林立するホテル街
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ブラジリアのシンポルとしてのテレピ塔

テレピ塔からみた国会請事堂と官庁街

エイショ ・モニュメンタルをもう少し下がっ

たところに建設されている高さ218mのテレビ

塔はプラジリアのシンボル的構造物となってい

る。ブラジリアの公共施設の多くはオスカー・

ニーマイヤーが設計したものであるが、このテ

レビ塔の設計者はルシオ・コスタである。

テレビ塔をさらに下がると右手に連邦特別区

政府 (GDF)関連施設やスポーツ施設、軍事施

設が展開し、左手は広大な都市公園となってい

る。尾腐部分には鉄道駅があったが、現在は長

距離用バスターミナルとなっており、サンパウ

ロをはじめとするブラジル全国への長距離バス

が離発着している。
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オフピーク時のエイショ（日曜日は歩行者天国になる）

エイショ・モニュメンタルは中央部に幅員数

百mに及ぶグリーンベル トを持ち、片方向 6車

線の大幹線となっている。

次に、主菰方向はその長さが約13kmに及び、

胴体方向にそってASASUL（もしくは SQS（南

街区））と ASANORTE（もしくは SQN （北街

区））に分かれる。主翼方向の軸を形成するエイ

ショ（大通り）は都心と空港あるいは衛星都市

群を結ぶ幹線道路として機能している。エイ

ショは片側 3車線で形成されているが、中央分

離帯用としてもう 1車線が用意されている。こ

のエイショの両側にはエイシーニョ（小さな大

通りと呼ぶ側道）があり、それぞれが片側 2車

線と中央分離帯を持っている。したがって、エ

イショとエイシーニョを合わせると、片方向 7

車線ずつという大動脈が形成されていることに

なる。

大動脈の両側には住宅地区が配置されてい

る。この住宅地区はクアドラと呼ばれ、 1辺

240mの正方形を成す均ーな区割りとなってい

る。この中には 1階のピロティ部分を除けば6

階建（もしくは 3階建）の集合住宅が最大で11

棟建設され、幼稚園や小学校が配置されている。

しかし、最近建設が進む集合住宅の中には最上

階がメゾネット・タイプのものもあり、屋上階

に集会室やトレーニングルーム、シュハスコ・

パーティー用スペース等を備えたものもある。

このために、近年は建築高さの統一感が薄らい



SQNで新規開発される クアドラの計画図

緑多いクアドラ内の低層集合住宅

できている。各集合住宅には地下 1層もしくは

2層の駐車スペースがあるが、住宅周辺にも十

分な駐車スペースが配置されている。車両の出

入り口は各地区ごとに 1ヶ所しかなく、地区内

は袋小路となっているため、通過交通は完全に

排除されている。またクアドラ内は歩車分離が

原則となっており、十分な緑が配置され、 GDF

が色とりどりの植栽保持に努力している。

lクアドラの収容人口は2000人～3000人程度

で、このようなクアドラ 4つを 1単位として

スーペル・クアドラという近隣地区が構成され、

中学校や商業センター、教会などの集会施設が

配置されている。当初は日常生活がこのスーペ

ル・クアドラ内でまかなえるように設計された

が、現実にはそのように機能していない。

南北の街区はSQSから開発が進み、SQNでは

まだ一部空地が見られる。また緑被率も SQNは

SQSに比べると低いようである。商業センター

ブラジリアの都市構造と都市交通

もSQSとSQNとではデザインが異なり、 SQS

では2階建の長屋風であるのに対し、SQNでは

3階建のプロック単位となっている。

近年はブラジリアにも大型ショッピングセン

ター（そのほとんどは中心部の商業地区及びそ

の周辺に立地）が数力所誕生しており、またスー

SQSの近接商業地区のスーパーマーケット

SQNの近接商業地区

プラノ・ピロッ ト周辺部のショッピングセンター内部
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プラノ・ピロット周辺部のハイパーマーケットの内部

プラノ・ピロット周辺部の新興住宅地

パーマーケットも SQSならびに SQNにそれぞ

れ数力所ずつ立地している。さらに、ハイパー

マーケットと呼ばれる大型スーパーマーケット

がSQS,SQNの郊外にそれぞれ lヶ所ずつ建設

されている。

ルシオ ・コスタが設計したパイロット ・プラ

ンには、都市として拡大・成長していく計画が

示されていなかった。彼は主炭内にクアドラを

順次建設していけば、増加する人口を十分に収

容できると考えていたようであるが、実際には

10を超える衛星都市が発生し、成長している。

その中にはプラノ ・ビロット（人口約40万人）

よりも大きく成長した都市もあり、近年は DF

を超えて周辺のゴイアス州へも都市化の波が押

し寄せている。
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4 ブラジリアの都市交通

プラノ ・ピロットの主炭方向では、幹線道路

のエイショから梨合住宅に直接接続する細街路

に至る階屑的な道路体系で構成されている。こ

のうちエイショには全く交通信号がなく、制限

速度は80km／時である。エイショの側道である

2本のエイシーニョのうち、東側はエイシー

ニョ L、西側はエイシーニョWと呼ばれ、制限

速度は60km／時で、都心部 l箇所を除けばやは

り交通信号は設置されていない。

これらの幹線道路に並行してアベニーダ （大

通り）やフア （地区道路）が数本走っており、

エイショの東側はL1~L4、西側はWl~W

5という記号で呼ばれている。アベニーダには

交通信号や横断歩道が設置されているが、原則

として左折はできないように工夫されており、

一度右折した後にUターンレーンを使用して反

対車線に入るようになっている。制限速度も50

~60km／時とやや低い。これに対して、フアで

は交差点がロータリ一方式になっており、制限

速度も40km／時に抑えられている。アベニーダ

はエイショ、エイシーニョのバイパス機能とと

もにスーペル ・クアドラヘの進入路としても機

能しているが、フアはスーペル・クアドラ間の

連絡道路として機能している。

エイショ、エイシーニョによ って分割されて

｀ ¥.. -"T-， 

フア L1にあるロータリー式交差点



いる東西のスーペル ・クアドラ間を結ぶ道路と

エイショやエイシーニョとは立体交差になって

おり、両者間の出入り部分はすべてクローバー

型の立体交差が採用されている。しかし、歩行

者に対する配慮としては SQSに2~3箇所の

地下横断歩道が整備されているのみである。

プラジルでは現在でも自動車交通が優先され

るが、ブラジリアに限っては昨年、横断歩道が

大規模に導入された。導入当初は横断歩道ごと

に警察官が立ち、厳しく取り締まったため、横

断しようとする歩行者がいると見事なまでに通

過車両は停車し、歩行者が完全に横断し終える

まで発進しない。しかし、この制度はプラジリ

アのみで試験的に実施されているため、プラジ

リア住民がサンパウロ等他の都市へ旅行した時

はかえって危険である。このように歩行者が優

先されるようになったといっても、エイショや

エイショ ・モニュメンタルを横断しようとする

歩行者は、交通信号が設四されていないために、

車の流れをぬって横断しており、非常に危険で

ある。

人造湖パラノアを挟んでプラノ・ピロットと

反対側には半島状に南北2つの戸建て住宅地域

がある。このうち南部地域とは 2本の連絡棉が

整備されているが、北部地域とはそれが整備さ

れていない。連絡橋の 1本は合計3車線しかな

いが、そのうちの中央車線はリバーシプル・レー

ンとなっている。

パラノア湖対岸への連絡橋のリパーシプル・レーン

ブラジリアの都市構造と都市交通

エイシーニョWの自動取締装置の予告板

昨年から速度自動表示•取締装骰（Barre ira

Eletronico :自動検問所）や速度取締用監視力

メラ (FiscalizacaoEletronico:自動監視装置）が

各所に設置され、違反者には高額な罰金を課し

ている。しかし、これらは常設であるため、設

置場所の手前だけ減速走行する車両が多い。

プラノ ・ピロット内の道路照明は概して暗く、

夜間走行ば旧れないと危険である。特にフアの

横断歩道やロータリ一部分は事故が頻発してい

る。

プラジリアの公共輸送機関といえば、整備中

の地下鉄（市内中心部から SQSを通ってプラ

ノ・ビロット南部の衛星都市を結ぶ都市鉄道）

が完成するまではバス輸送のみである。すでに

述べたように、プラノ ・ピロット内には主炭つ

け根部分のバスターミナル（市内と衛星都市向

け）と尾翼部分にある長距離用バスターミナル

があるが、両者間は数km離れている。

プラジルの長距離バス路線は主要都市を結ん

でいるが、バスチケ ッ トの予約 • 発券がコン

ビュータ ・システム化されていないため、長距

離バスターミナル内の各社ごとの窓口で乗車券

を事前購入しなければならず、非常に不便であ

る。しかし、バス車両は比較的質が高く、料金

も航空運賃と比較すると割安である。

プラジルのバス運行はほとんどが民営化され

ているが、バスの運行計画 ・管理は地方公共団

体が担当している。ブラジリアも例外ではなく、
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同じデザイン（色は会社ごとに異なる）のバス

が各路線を走行しており、営業路線の実走行距

離に応じて行政側から事業代の配分を受けてい

る（料金収入は一度行政側に入る）。

プラジリアのバス料金は 1リアル（ただし、

フリーバス方式でエアコン付きのミニバスは

1. 75リアル）であるが、サンパウロは1.25リア

ル、クリチバは0.85リアルとなっている。クリ

チバの幹線バスはチュープ型のバス停システム

を導入しているが、ブラジリアのバス停はお世

辞にも綺罷とはいえず、路線図はもちろんのこ

と、時刻表の表示もない。もっともバスターミ

ナルでは路線ごとに発車時刻表が表示されてい

る。

プラジリアの地下鉄は10年近く前から建設工

事が始まり、 一部区間で試運転が行われていた

落書きされたパス停
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が、未だ全面開通のメドは立っていない。

プラジリアのトリップ構造は以下のような特

徴があり、これらは都市交通の効率化を阻害し

ている。

① バス利用者は中 ・低所得者陪であり、自

家用車保有者はほとんどバスを利用しな

し‘°

② 朝は郊外の衛星都市や、パラノア湖（最

大水深80m、広さ44krrlの人造湖）対岸の住

宅地、及び各街区から都心部方向へ、夕方

はその逆方向という単純な発生 ・渠中構造

である。

③ 自家用車利用者の多くは子弟を学校（多

くは 2部制もしくは 3部制）へ送迎するた

め、また昼休みは自宅へ戻って昼食をとる

ため、プラノ・ピロ ット内では朝夕だけで



はなく、昼前後にもトリップが梨中し、交

通渋滞を発生させている。

④ 郊外の衛星都市群からプラノ・ピロット

への迎路はエイショにつながる 1幹線しか

ないため、朝夕の渋滞が激しい。

⑤ 上記②の結果として、昼間のオフ ・ビー

ク時間帯は大祉のバスがプラノ ・ビロ ット

内の空地を車庫がわりとして運行を停止し

ている。また、このトリップ構造は上述し

た地下鉄が開通したとしても、その＇ド業採

算制を悪化することになる。

上記の①、②を解梢するためには、すでにサ

ンパウロで実施されているロジージオ （車両ナ

ンバープレート最終番号別の平日時間制限自家

用卓乗り入れ規制）の導入が有効であろう 。ま

た上記②を緩和するためには、現在でも一部で

運行されているスクールバスヘの大幅な転換

や、時差出勤・通学の導入等が有効と考えられ

るが、プラジリアの都市構造や生活習慣を考え

ると大胆な TDM導入は非常に困難と考えざる

を得ない。

プラジリアには建設杵初から空港が整備され

ており 、ここ数年の問に大規模な改修が進めら

れ、斬新なデザインの空港となっている．しかし

国際空港とは名ばかりで、本来の慈味での国際

線は現在のところま った＜就航していない。首

都に地下鉄がないのはおかしいという発想でス

ブラジリアの都市構造と都市交通

市内中心部のパスターミナル

衛星都市方面への夕方の道格渋滞

タートした地下鉄整備、首都に国際空港がない

のはおかしいという発想で就航路線の有無にか

かわらず国際空港と名付けられていること等は

少しユーモア的である。

5 結びにかえて

プラノ ・ビロ ットは1987年にユネスコの世界

文化遺産に登録されたため、現在の姿は永久に

保存されることになった。とはいえ、プラジリ

アは建設後わずか40年の若々しい都市であり、

ルシア・コスタがマスター・プランを作成した

、片時と現在とでは社会経済情勢や住民の価値観

も変化しているはずである。これまでもプラジ

リアの都市計両については校否さまざまな意見

があったが、プラジリアが今後どのように発展

していくかを採味深く見守りたい。
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箪者は、プラジリア大学都市交通人材菱成セ

ンター (CEITRU/UnB)に対する国際協力事

業団の技術協力のプロジェクト ・リーダーとし

て当地に赴任中である。本稿を作成する上で準

備時間が短かったこと、参考文献の入手が困難

であったことにより、推敲が十分でないことを

お詫びしたい。なお、プラジリアに関する文献

は、参考文献3)の巻末に詳しくリストアップ

してあることを付記しておきたい。
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おける首都機能移転の状況、国土庁、 1996.3 

2)海外経済基金開発援助研究所編：プラジル

の地域開発戦略の現状と課題、 1998.7 

3)大林組プロジェクトチーム：プラジリア…

約束された首都の物語、季刊大林、No.44、PP.

8 ~30、1998.7 

4)永瀬一郎：首都の都市計画と現実、季刊大

林、 No.44、PP.46~64、1998.7 

5)プラジル国都市交通人材開発事前調査団報

告哲、国際協力事業団社会開発協力部、

1996. 8 

6)小池洋ー ：プラジルの国家改革と民営化、

海外事情、平成11年6月号、 PP.110~124、

拓殖大学出版部、 1999.6 
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金城ふ頭地区の開発の可能性

一商業ポテンシャルに焦点をあてて一

名古屋港管理組合企画調整室主査（前名古屋都市センター研究主査） 大：野；孝冴ミ

1 研究の趣旨

我が国の港湾整備は、戦後一貰して国民生活

を支える上で直要な基本機能である物流•生産・

交通機能を直視した整備が着実に進められてき

た。生活様式の多様化や余暇時間の増大するな

か、都市との融合や自然との共生が求められる

など新たな視点からの港づくりが必要となって

きている。

名古極港は、中部圏の経済を支える国際貿易

港として発展を続ける一方、親しまれる港づく

りの一環としてガーデンふ頭においては、名古

屋港水族館やガーデンふ頭臨港緑園が整備され

るなど一定の成果をあげている。一方、名占屋

港の中心に位置する金城ふ頭においては、国際

交流・港湾中枢管理拠点の形成を図るため、「金

城ふ頭地区開発基本計画」 （平成 7年3JJ)が

公表されるとともに、第二東名・名神高速自動

車道の一部区間となる伊勢湾岸自動車道の開

通、金城ふ頭地区と都心とを結ぶ西名占届港線

旅客線化の具体化、さらには中部国際空港建設

の事業化などにより、その開発動向が注Hされ

ているところである。

このような状況のなか、本調査研究は、名古

屋港でさらに賑わいや活）Jを創出するため、金

城ふ頭地区の商業ポテン シャルを評価し、商業

立地の可能性について調査することを日的とす

る。具体的には、名古屋港の中心に位岡し交通

結節点という恵まれた立地特性を有する金城ふ

頭地区の上地利用について、国内ウォータフロ

ントでの商業 ・娯楽施設について商圏人口、事

業の仕組み、売上額などの実査、さらに国内の

ショッピングセンターについて敷地規模、駐車

場整備台数、売上額を調査し、それらの分析な

らびに評価を行う 。

2 金城ふ頭の概要

名占屋港は、名占屋市、東海市、知多市、弥

富町、飛島村の3市 1町1村に広がり、海と陸

の面積をあわせると、名古屋市のほぽ1/3（陸

域約4千ha、水域約 8千ha)の広さがあり、

日本はもとより世界でも指折りの経済圏である

中部圏を背後地として、国内に与える経済効果

図ー 1 位置図

名古屋港

79 



Urban • Advance No.14 1999. 8 

は約24兆円（うち愛知県外へは約11兆円）と地

域経済を支えていく上でも重要な総合港湾であ

る。（図ー 1)

そのほぽ中央に位置している金城ふ頭は、総

面積約19lhaの敷地をもつ外貿ふ頭で商港機能

の中枢を担い、 1年間におよそ4,200隻が接岸

し、取り扱う貨物罷は約 1,202万トンに達して

いる。

また、ふ頭中央部には、大規模な展示会やイ

ベントができる「ポートメッセなごや」、中央緑

地などがあり市民の憩いの場として親しまれて

いる。

「金城ふ頭地区開発基本計画」

金城ふ頭地区開発基本計画は、名古屋港基本

構想 （昭和63年10月策定）を踏まえて、地域住

民に親しまれ、賑わいのある空間を形成するた

め金城ふ頭の将来の土地利用計画として、名古

屋港管理組合によって平成 7年3月に策定され

た。

1 物流機能の高度化に対応した外貿ターミナル

2 国際商取引・交流拠点の形成

3 商業・娯楽拠点の形成

4 情報機能を備えた貿易・物流業務に関わる港湾中枢管理拠点の形成

妙

第 1ステージ (21世紀初頭）

金城ふ頭のイメージを高め、開発ポテンシャルを裔める

導入施設：インポートマーケット、展望タワーなど

第2ステージ

長期展望にたち、港湾中枢管理拠点と国際商取引・交流拠点の形成を図る

導入機能：港湾中枢管理拠点、国際商取引・交流機能、商業・娯楽機能など

第 1ステージ 第2ステージ
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図ー2 金城ふ頭地区開発基本計画
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3 事例調査結果

3-1 調査対象

金城ふ頭地区での商業 ・娯楽施設の導入可能

性を評価するため、国内の開発事例について、

施設の規模、来場者数、年間売り上げ、事業の

仕組みなどを実査した。

また、同地区のように直近に大規模な定住人

口を持たない、いわゆる郊外に立地する商業・

娯楽施設への交通手段としては、 一般的に自動

車と言われ、商業施設のタイプ・規模等を決定

する要素としては、時間距離商圏人口でそのタ

イプ・規模を決定する場合が多いことから、本

研究では、金城ふ頭地区をはじめ国内の開発事

例について、時間距離商圏人口を把握するため、

自動車による片道60分および30分圏、 5km圏の

定住人口を調査した。

調査箇所は、次に示す2つの条件での絞り込

みを行い、表ー 1に示す施設を選定した。

なお、マイカル桑名についてはウォータフロン

トに立地する施設ではないが、名古屋周辺で中

域の商圏をもつ複合商業施設の代表として調査

した。

商圏人口の算出方法としては、起点となる施

設から放射状に目的地を設定し、その目的地ま

での経路については、カーナビゲーションシス

テムのルート探索機能（出発点と目的地を入力

すると通行経路を自動計算する機能）と同じ機

能を持つコンピュータソフトを使用し経路設定

を行い、所要時間については、「道路時刻表1998

年版」（道路整備促進期成同盟会全国協議会発

行）の走行時間により算出した。なお、同時刻

表に掲載されていない道路については、時速20

キロ（市街地および山間部）と時速40キロ（郊

外など）と設定し所要時間を算出し、商圏エリ

アを設定し、平成 7年度国勢調査をもとに、商

圏人口を算出した。（表ー 2)図ー 3に事例調査

施設を代表して ATCの商圏エリアを示す。

金城ふ頭地区の開発の可能性

表ー 1 事例講査施設一覧

調 査 施 設

アジア太平洋トレードセンター (ATC)

天保山ハーバービレッジ

鶴見はなぽーとプロッサム

ベイサイドプレイス博多埠頭

六甲アイランド／神戸ファッションプラザ

宇多津ピプレ

和歌山ソリーナシティ

八景島シーパラダイス

マイカル桑名

長島温泉

図ー 3 ATC商圏エリア

抽出条件

(1) 立地創造型施設

金城ふ頭地区は、

5km圏 30分圏 60分圏

，濃

① 名古屋港の中心に位置する（都心から10km)

② 周辺部に住宅地等が少ないため、足元（半

径5km以内）の定住人口が少ない

という条件から、郊外に立地し、その開発に

よって人を呼び集めるような立地創造型施設に

ついて調査した。

(2) 中 ・広域を商圏とする施設
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小商圏の商業 ・娯楽施設では、集客数や事業

採鉢性に不安が残る。また、超広域を対象とす

るような施設（東京デイズニーランドなど）は、

人口、敷地面積ならびに開発コンセプトが事業

成否の要因であり、金城ふ頭地区での開発可能

面積およびこの地方の定住人口など事業成立に

不安が残ることから、中 ・広域を商圏とする施

設について調査する。

3-2 成否の要因

事例分析より、商業・娯楽施設の成功要因を

探ってみると以下のようになる。

①優れた開発コンセプト

時代にあった、大胆な発想の開発コンセプ

トにより、集客を高めている施設に ATC、和

歌山マリーナシティがある。

②商圏人口は、商売の基本

60分圏で 1,200万人のATC、1,500万人の

鶴見はなぽーとプロッサムの例のように商圏

人口が多いことは商業・娯楽施設立地にと っ

て有利である。宇多津ピプレは、この商圏人

表ー2 各筋設の商圏人口

世帯数
人口

男 女 総数

アジア太平洋トレードセンター

① 139,075 174,989 176,479 351,468 

② 2,209,032 2,726,242 2,831,954 5,558,196 

③ 4,463,514 5,879,700 6,145,193 12,024,893 

天保山ハーパーピレッジ

① 139,075 174,989 176,479 351,468 

② 2,209,032 2,726,242 2,831,954 5,558,196 

③ 4,463,514 5,879,700 6,145,193 12,024,893 

鶴見はなぽーとプロッサム

① 400,298 514,276 526,931 1,041,207 

② 3,377,518 4,354,807 4,507,901 8,862,708 

③ 5,539,878 7,319,973 7,675,897 14,995,870 

ペイサイドプレイス博多埠頭

① 148,524 149,971 161,465 311,436 

② 699,530 851,608 902,129 1,753,737 

③ 1,486,782 2,244,669 2,149,026 4,393,695 

六甲アイランド／神戸ファッションプラザ等

① 41,969 49,583 53,585 103,168 

② 1,654,005 2,092,270 2, 187, 707 4,279,977 

③ 4,663,343 6,075,071 6,355,644 12,430,715 

82 

口が少なくて苦戦している。

③交通アク セスがよい

交通アクセスがよいということは、当然、

商圏が広いということにつながるが、鶴見は

なぽーとプロッサムは地下鉄網の開通によっ

てより菓客力が高まったようである。

④イベント性を持たせる

ベイサイド博多のような小規模な施設は物

販力のみでは、集客力が弱い。このためイベ

ントを絶えず開催するなどリピート率を引き

上げることが重要である。 ATCは、この点随

分努力している。

⑤回遊性を持たせる

施設間の回遊性を高めるため商業施設の密

度を高めたり、天保山ハーバービレッジに見

られるように施設の連携を強めることが長い

滞在時間を確保することにつながる。

⑥追加投脊の確保

長島温泉の事例に見るようにイペントを追

加したり、新規に設備投賓をするなど、常に

新しい刺激を投入することが重要であり、学

世帯数
人口

男 女 総数

宇多津ピプレ

① 21,345 29,055 31,054 60,109 

② 268,381 377,092 406,571 783,663 

③ 743,605 1,036,152 1,113,310 2,149,462 

和歌山マリーナシティ

① 23,689 33,458 37, 101 70,559 

② 213, 132 300,885 330,593 631,478 

③ 634,607 923,520 974,681 1,898,201 

八烈島シーバラダイス

① 87,717 124,462 122,736 247,198 

② 634,303 860,645 855,924 1,716,569 

③ 2,988,960 3,818, 186 3,726,826 7,545,012 

マイカル桑名

① 40,107 61,340 63,829 125,169 

② 376,916 562,780 588,706 1,151,486 

③ 1,736,346 2,542,574 2,582,660 5,125,234 

長島温泉

① 5,879 9,116 9,360 18,476 

② 165,874 260,556 269,494 530,050 

③ 1,105,494 1,590,869 1,600, 700 3,191,569 

① :5km圏人口、 ② ：30分圏人口、 ③ ：60分囮人口



ぶべきものがある。

また、商圏人口と業績の関係を事例から見る

と、商圏人口の多い方が業績アップには当然

有利と考えられるが、長島温泉、和歌山マリー

ナシティのように、さほど多くはない商圏人

口で健闘している商業施設もあり、商業施設

としての特色づくりが業績向上につながるこ

とをうかがわせている。

3-3 事業の仕組み

事例調査対象の中からマイカル桑名および長

島温泉を除く 8箇所について、公共がどのよう

な関わりをしているかについて分析を行った。

① 運営形態

運営形態について分析すると、 ATC、天保山

ハーバーピレッジ（海遊館、マーケットプレイ

ス、駐車場）、鶴見はなぽーとプロッサム（花き

市場）、ベイサイドプレイス博多埠頭、和歌山マ

リーナシティ （ディンギーマリーナ、クルーザー

マリーナ）が第3セクター方式で管理運営し、

和歌山マリーナシティ（わかやま館）、八屎島

シーパラダイス（八娯島マリーナ、客船ターミ

ナル）については、公共の外郭団体が管理運営

を行っている。つまり、六甲アイランド／神戸

ファッションプラザ、宇多津ピブレ以外は、公

共がその核施設あるいは周辺施設で第3セク

ターの出脊者として管理運営に参加し、初期投

査および経営の支援を行っている。

② 土地所布、建物の設置・所有

土地所有について分析すると、六甲アイラン

ド／神戸ファッションプラザ、和歌山マリーナ

シティ （ポルトヨーロ ッパ、フィ ッシャーマン

ズワーフ、ロイヤルパインズホテルなど）、天保

山ハーバーピレッジ （サントリーミ ュージア

ム）、宇多津ピブレ以外は、土地所有者である公

共が事業（開発）を誘導した経緯があり、公有

地を貨抒借し、管理運営と併せ各事業に公共が

援助していると言える。

ATCにおいては、大阪市が第 3セクタ ー（ア

金城ふ頭地区の開発の可能性

ジア太平洋トレードセンター（樹）への出査とし

て土地を現物出賓していることから、土地の賃

貸借料が無償となっており、まさに第3セク

ター経営の援助をしていると言える。

建物については、ほとんどの建物を第3セク

ターやデベロッパーが設置所有しており、公共

が設筐所有しているものは、港湾の施設（公の

施設）といえるマリーナや客船ターミナルなど

に限られている。

4 敷地規模と駐車台数

敷地規模は、商業施設において施設そのもの

の性格やポテンシャルにつながるハード的な要

素の一つである。敷地規模の条件によって、ター

ゲットとする商圏範囲に差異が生じ、想定され

る施設の性格や、どのような人々にターゲット

を絞るかといったターゲット戦略に大きな影響

を与えるものである。例えば、東京ディズニー

ランドは80haに及ぶ敷地に、 8,000台もの駐車

場を有し、超広域商圏をターゲットとしている。

そしていまでは超々広域とも呼べるアジア各

国にまでその商圏は及び、我が国のアミューズ

メント施設の中でも、そのプランドカとともに

突出した集客力を誇っている。

商業施設は、モータリゼーションの進展とと

もに業態を深化させてきた。かつて遊園地は遊

園地ごと移動し、各地を巡回するものであった

が、モータリゼーションの発展は郊外に巨大で、

かつてないアトラクションを持つ遊園地を出現

させ、人々はそこへ自動車で移動を試みるよう

になったのである。自動車が主たる移動手段と

なっている現在、敷地規模とともに駐車場の台

数確保は施設のポテンシャルに直接かかわる璽

要な要素となり得ている。交通事情が良い、ア

クセスしやすいなど商業的に見ても、利用者か

ら見ても好条件であれば、自動車による来店来

場が増すことになるのである。

そこで、本節ではレジャー施設とショッピン
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グセンターについて、敷地規模と駐車台数の関

連性を見ることによって商業施設の特徴を浮き

彫りにすることを試みた。

4-1 レジャー施設

図ー 4はレジャー施設における敷地規模と駐

車台数の関係を見た結果であるが、 二者の間に

相関的関係を見いだすことはできない。また売

上高の増減にかかわらず、ばらついていること

からみても、敷地規模や駐車台数が事業の採算

J.000 

2. 500 | -, 

2,000 

4a,.soo 

1.000 
·.....•. ．． 

—· ◆ •I 

500 ... -・. ...... 
0年．．．．

性と関わり合う要素とはなり得ていないことが

分かる。つまりレジャー施設では、敷地規模か

ら想定された事業内容とそれに見合う駐車キャ

パシティは切り離されて考えられている場合が

多いといえる。

また、 売上高データを補完するようなかたち

で、入場者数の伸び率で見た場合（図ー 5) も

同様であり、レジャー施設における敷地規模と

駐車台数の関連性の低さをより鮮明にしてい

る。

図ー 5
レジャー施設における敷地規模と駐車台数の関係

(97/96入場者数の伸び率で見た場合）
凡例 ◆増加〇減少

50 100 

84 

(ha) a.ooo 

図ー 4

レジャー胞設における敷地規模と駐車台数の関係

(97/96売上高の伸び率で見た場合）
凡例 ◆増加〇減少

2.500 

2,000 

40 1,500 

1,000 

．． 
． ． ．．．．， ． ． ..:..ニI. . .. I.,  ．．．．． 

データ参照：レジャーランド＆レクバーク総覧99

·••r••: ・.,.. 
500、伝： ；．．：゜•.•.: •. :. 

50 

(ha) 

以上の結果から、レジャー施設において次のような特徴的傾向が考えられる

． ． 

．．． 
一免

100 

●およそ敷地面積50ha程度、駐車台数2,500台程度というのがボリュームゾーンで、この規模が

レジャー施設の一つの目安となりうる。

●レジャー施設においては、敷地規模や駐車台数の基本的ハード要件が、必ずしも事業性に影響

を与えるものではないと考えられ、利便性を確保するためだけのハード計画に依存せず、事業

力やブランドカといった、いわゆるソフト運営力の強いことが事業性を確保する上で重要な要

件となる。



4-2 ショ ッピングセンター

ショッピングセンター（以下 SC)において

敷地規模と駐車台数の関係を単純に見た場合

（図ー 6、160事例抽出）、レジャー施設の場合と

は異なり、 二者の間に相関的関係が浮かび上

がってくることがわかる。ただし想定される駐

車台数はその他にも立地条件、交通条件、商圏

人口等の複数の条件に依っているので多少ばら

つきが大きくなっているものと考えられる。

SCの場合でも 、敷地規模、立地条件、交通

条件、商圏人口といった定絨データをもとに戦

略的に施設計画がなされている場合が多く、駐

車台数もそういった定祉的根拠をもとに計画さ

れているのが一般的である。つまり、敷地規模

と駐車台数の二者の関係は、ある程度の関連性

の上に成り立っているのである。

また、出店に際しては、売上高確保という至

上命題があり、それを達成しうるような様々な

業態フォーマットが既に構築されていることを

考え合わせてみても、 二者の関連性は理解する

ことができよう 。

しかし、 SCはその施設内容（業態戦略）に

関しては立地や商圏だけから決めているわけで

はなく 、社会情勢や時代の流行なども考慮して

業態開発やMD（商品政策）をおこなっている

場合が多い。これは、ハード部分と違って施設

竺

9. ooo 

9. ooo 

s. ooo 

•. ooo 

9. 000 
／ 

2. ooo て ・•. - -. 
... ·~ダ

唸ご
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図ー 6 SCにおける散地規模と駐車台数の関係

データ参照： （株）ジオ ・アカマツ集計による

金城ふ頭地区の開発の可能性

のコンセプトあるいは性格といったソフトと呼

ばれる部分である。敷地規模と駐車台数の関係

のうえでソフトの特徴を、もう少し構造的にわ

かりやすくすることはできないものか、次に

探ってみる。

性格や特徴の異なる SCでは、敷地規模と駐

車台数の関係においても、異なる傾向を示すも

のと推定されるため、SCを売場面積や商圏人口

の条件をもとに、施設内容（いわゆるソフト）

という観点で3タイプ（テーマタイプ、トラデイ

ショナルタイプ、エコノミータイプ）に分類し

て、敷地規模と駐車台数の関係を見てみること

にする。

3タイプはショッピングセンター協会等の査

料をもとに分類し、全国の SC162事例を抽出、

売場面積、内容等から11カテゴリーに分類（表

-3) したものをカテゴリーごとに敷地面積と

駐車台数の分散をプロットした。ただし分類の

際には、売場面積や商圏人口の定量データのみ

での分類を行わず、施設内容も考慮に入れ、総

合的に施設タイプを判断した。さらに11カテゴ

リーをトラディショナルタイプ、エコノミータ

イプ、テーマタイプの3タイプのカテゴリーに

括り図ー 6を再プロットしたのが図ー 7であ

る。それぞれのタイプごとの傾向が顕著に表れ

ている。

テーマタイプは敷地面積に比べ駐車台数が比

較的多く取られる傾向にある。それは時間消費

性が強く、アミューズメン トが一体化している

場合が多いので、売場面積の割に集客が見込め、

かつ滞留時間も長くなる傾向にあるためであろ

う。しかし、このようなタイプは、それがため

に集客力はあるが、坪効率が上がらず、いわゆ

る＂もてあそばれ型 SC” となる危険性がある。

一方、エコノミータイプは駐車台数に比べ

て、敷地面積が多く取られている。このタイプ

は、商品在庫も豊富で、買い物の目的性が高く、

買い回りに要する時間も比較的短いため、駐車

場の回転率が高くなるためであろう 。
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トラディショナルタイプは、テーマタイプと

ェコノミータイプの中間的なタイプであり、敷

地面積と駐車台数の関係においても、タイプの

思が厚くその規模も大小様々である。スーパー

マーケット等のネバーフ ッド型SCから、百貨

店等のスーパーリージョナル型 SCまで幅広く

網羅しているからであろう 。このタイプでは立

地条件さえ整えば、ある程度開発は可能と思わ

れるが、 一方で手堅いが従来的なイメージが強

くかつインパクトに欠ける可能性があることは

否めないであろう 。

以上のことから、SCの敷地規模と駐車台数の

関係は、以下のようにいえる。

/' ‘ 
●およそ敷地面和lOha程度、駐車台数2,500台程度が大きなボリュームゾーンとなっている。

●SCタイプによ って構造的な特徴を備えており、敷地規模あるいは交通条件 （駐車台数）によ っ

て、想定される施設の性格の方向性はおよそ見えてくる。

図ー 7 タイプ別に見た SCの敷地規模と駐車台数の関係
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金城ふ頭地区の開発の可能性

表ー 3 SCの分類
分類にあたっては、売り場面積、商圏人口は厳密に定

義されるものではなく、むしろ目安であり 、内容等も考

慮して総合的に判断されるものである。

ネバーフッド型

(NSC) 

コミュニティ型

(CSC) 

スーハ・ーコミュニティ型

（スーパ -CSC)

リージョナル型

(RSC) 

スーバーリーゾョナル型

（スーパ -RSC)

アウトレット型

パワーセンクー型

スヘ・シャリティセンター型

テーマセンター型

フェスティプ型

コンセプト型

三 1商圏人口 1 

ロ
ニ
ロ
ニ
ロ
ニ
ロ
ロ
ニ
ロ
ニ

5
 

金城ふ頭地区における

開発可能性

施設規模と成立要件

レジャー施設と SC等物販中心型の商業施設

について、敷地規模と駐車台数の関連性を検討

した。その結果、レジャー施設において二者は

事業採符上大きく影押を与えるものではないと

いうこと、商圏人口の大小も事業性に必ずしも

影響を与えているわけではない（図ー 8) とい

うことから、事例考察でも明らかなとおりソフ

トの強みがそのまま事業としての強みにつな

がっていると見るべきであろう 。前節でも触れ

5-1 

たように、レジャー施設では、敷地規模や駐車

台数といったハード部分が整っていれば集客で

きるというものではなく、八景島シーパラダイ

スや長島温泉のように、商圏人口の大小が事業

の良否に影押してくるというものでもない。ポ

ジショニング（図ー 8)を見ても分かるとおり、

長島温泉、和歌山マリーナシティのように商圏

人口に恵まれているとはいえないものでも、ソ

フトのあり方に特色があり、それが強みとなり、

成功しているといえる。ベイサイドプレイス博

多埠頭のように、そこそこの商圏を持ち、コン

セプトが優れていても、商業の集積規模、駐車

台数などの適正な施設ボリュームが不足するこ

とで事業性が劣る場合がある。
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物販型の複合商業施設については、昨今のよ

うな経済情勢にもかかわらず、鶴見はなぽーと

ブロッサムが26ヶ月間増収という極めて好調

なのをはじめ、時間消費型を中心にすえ、施設

の性格を押さえた企画運営力に強みを発揮して

いるところが健闘していると言ってよいであろ

う。物販型の場合、 MD等を見直すことで集客

魅力が再び商まり、集客に繋げやすいという利

点もあり、早いサイクルで見直しを図り時流に

合わせていくという即時対応性、柔軟性に優れ

ているためと思われる。また図ー 7でも見たと

おり、SCのタイプごとに構造的な特徴を備えて

おり、敷地規模あるいは交通条件（駐車台数）

によ って、想定される施設の方向性も異なって

くるものと考えられる。

以上の結果から、今後の商業を検討する上で

稟貨葺

GOOD 

▲「 ●量・川量皇

〇量•ニマイカ““

●Jヽ 景・・

重要となってくるのは、企画運営力などのソフ

トのあり方と施設の適正なボリューム設定であ

ると思われる。例えば、時間消費マーケッ トに

対応した商業施設では、いわゆる「集客装置」

を導入する場合、その SC等の立地環境・商圏・

ターゲット ・コンセプト ・競合条件等に合わせ、

何をどのように組み合わせるのかという点が大

きな課題となってくると思われる。さらに、集

客の予測に基づく精度の高い検討が必要となっ

てくる。また、その規模や企画運営のみならず

ブランド性（ディズニーランド、デイズニー

シー、ユニヴァーサル・スタジオ、手塚治虫ワー

ルドなどセレプリティの高いもの）なども、ソ

フトという観点からすれば重要な要素となって

くることは間違いなさそうである。
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金城ふ頭地区の開発の可能性

5-2 金城ふ頭地区の開発可能性

金城ふ頭は、現時点では60分圏人口で440万人

（図ー 9)と後背地の人口としては、それ程多く

はなく、商圏として見れば広域を対象とするに

は有利な立地とはいえない。しかし第二東名・

名神の開通や西名古屋港線の延伸により、 60分

圏人口で700万人（図ー10)になることが予想さ

れ、中部新国際空港が開港となれば、さらに人

口的なポテンシャルは大きく膨らむことは間違

いない。それにともない金城ふ頭の商業ポテン

シャルは近い将来には拡大し、時間消牧を狙っ

た大型 SCなど複合的な商業施設やテーマパー

図ー 9

クなど広域型商業も充分考慮に入れて、展開す

る商業を検討していくべきだと思われる。

今後、東京湾岸で新しいタイプの複合商業施

設が誕生する予定（表ー 4)で、それらは金城

ふ頭の商業開発のプロトタイプとして注目して

いくべきであろう。首都圏における複合商業施

設やテーマパークは、近い将来供給過剰になる

と言われ、その一方で未曾有の経済波及効果を

もたらすとも言われている。そういった予測を

も鑑みながら、魅力づくりのためにソフトとし

て何を目指しているか、それを実現するハード

のポリュームはいかに設定されているかなど、

多角的な視点をもって検討していくべきであろ

っ。
東京湾岸での複合商業施設で注目すべきは、

その敷地規模は、これまでの検証で得られた結

果（レジャーランド施設では敷地面積50ha以下、 SCで

lOha以下）とほぼ同じで、この敷地規模が事業

性を確保するための適正なポリュームと考えて

よいだろう。ただしポリュームの検討にあたっ

ては注意が必要で、最も大切なのは精度の高い

集客数の予測である”と言われる。つまり集客

数の予測に基づく収入から適切なコストを割り

出し、さらにそれから面積を割り出すという手

順である。この流れを逆にして、つくりたいも

世帯数

6,927 

407,141 

1,597,731 

人 口
男

9,740 

592,134 

2,230,222 

冬
8,471 

582,394 

2,229,852 

総~
18,211 

1,174,528 

4,460,074 

表ー4 東京湾岸の大型エンターテイメント施設構想

施設タイプ 名 称 立地楊所
開業年 総事業費 敷地面積 年間梨客数

（年） （億円） (ha) （万人）

複 合
臨海副都心ST街区 東京都江束区粁梅 1999 500 7.4 1,200 

アクアシティお台楊 東京都港区台場 2000 320 2.5 2,000 
商業施設

イクスピアリ 千葉県浦安市舞浜 2001 650 12 900 

東京デイズニーシー 千葉県浦安市舞浜 2001 3,380 71 1,000 

ロッテワールド束京 束京都江戸川区葛西 2002 3,500 21 1,500 

テーマ レゴランド甜張 千葉県秘張
2002 

200 30 200 

パーク
または2005

ファンタジーワールド 未定 2003 300 30 250 

手塚治虫ワールド 川崎市浮島
未定

2,000 40 1,000 
(2003プレオープン）
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2,107,873 

7,002,436 

ののコストから収入や渠客規模を設定していく

と必ず失敗すると言われている。

またテーマパークを検討する場合、 （悧三菱総

研の小松史郎氏が東京湾岸テーマパークが実

現 ・成功するための八つの条件”として次の①

～⑧を挙げている。これは東京湾岸のみならず

金城ふ頭でも考え得る条件であり触れておく。

①テーマがわかりやすく、かつ普遍性をもつこと

②)Jのある総合プロデューサーがいること

③事業規模が適正であること

④立地場所が適正であること

⑤アトラクションが面白いこと

⑥運営能力に優れていること

⑦公的支援がうまくいっていること

⑧中核となる出行者やスポンサーがいること

以上八つの条件を一言でいうと、

適正なポリュームとソフトのノウハウが極めて

重要であると言っている。これは今回の調査で

も明らかにしてきたとおりである。

* 2 東点湾岸テーマパークの実現性と経済効果
（株） 三菱総研小松史郎

（月刊レジャー産業貧科1998. 12 寄稿論文）

以上を跨まえて、金城ふ頭における商業開発の

方向性をまとめると、

r 

●今後の商業を検討する上で重要となってくるのは、テーマ、コンセプト、企画運営力などソフ

トのあり方である。

●ソフトを有効に機能させるには、施設ボリュームにも適正な規模条件があり、ショッピングセ

ンター等で敷地面積lOha程度、レジャー施設で敷地面栢50ha程度が規模の目安となる。

●商圏人口的に見て、金城ふ頭の商業ポテンシャルは将来的に拡大すると見られ、物販施設なら

ば時間消牧を狙った大型SC、レジャー施設ならばテーマパークなど広域型あるいは超広域型の

複合商業施設も充分可能性があり、検討していくべきである。
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5-3 金城ふ頭地区開発における公共の役割

金城ふ頭地区に商業 ・娯楽施設の導入を図る

ことにより、名古屋港の魅力を裔め、人々に親

しまれる港として、これまで以上に活気と賑わ

いを生み出していくためには、前節までに述べ

たように、その開発コンセプトや開発規模が重

要であるが、さらに、バプル経済崩壊後、新規

事業への投脊を控えたり、投脊になかなか踏み

切れないデベロッパーをはじめとする企業等に

対して、公共が何らかの公的支援策を講じて開

発誘導を図ることも重要であると思われる。

ここでは、事例調査の結果等を踏まえ、公共

としての役割を以下に述べる。

(1) 開発コンセプトの明確化

金城ふ頭のような公有地における開発は、公

共側の開発に対する明確な意思表明とともに、

具体的なスケジュール提示に応じた実際の事業

着手が見られない限り、民間汽金の投入はなか

なか誘発されないものである。

そこで、現在「金城ふ頭地区開発基本計画」

の第 1ステージが進行中であるが、今後さらに

金城ふ頭地区を賑わいと活力ある地区とするた

めには、公共の役割、民間の役割を踏まえた金

城ふ頭に関する長期的な開発方針と、計画の具

体化に向けた事業プログラムを公共が明確にす

ることがまず重要となる。

(2) 周辺開発の連携強化

今回の事例調査から明らかなように、施設相

互の回遊性を高めることは梨客力を強化するこ

とにつながり、商業・娯楽施設の事業性を高め

る上でも好ましい。このため「ポートメ ッセな

ごや」や平成11年3月にオープンする会貝制ス

トア「Kou's」を訪れる人々がより長く 金城ふ

頭地区に滞在し、さまざまな消喪活動や時間消

喪をしてもらう工夫が必要である。このため公

共は、 1日滞在可能な空間づくりを目指し、さま

ざまな施設誘致や快適な空間整備を展開し、施

設相互の連携や地域との相乗効果を発揮させる

一体開発をコーデイネートする必要があるだろ

金城ふ頭地区の開発の可能性

つ。
(3) 交通アクセスの整備促進

第二東名・名神の一部である名港トリトン（名

港東大橋、名港中央大橋、名港西大橋）は既に

完成し、平成16年を目標に西名古屋港線の旅客

化も鋭意進められており、広域から短時間での

アクセスが可能になることから、商業 ・娯楽施

設の立地を図るうえで金城ふ頭地区は、好まし

い立地条件といえよう 。

しかし、一般道での金城ふ頭へのアクセスは、

ルートが限定され「ポートメッセなごや」など

でのイベント開催時には、かなりの交通渋滞が

見られることから、周辺部の道路整備による交

通渋滞の解消や歩行者空間の充実を図り、広域

交通施設と連携を保ち相乗効果を発揮させるこ

とが金城ふ頭地区の開発に関連するものとして

公共側に強く要請されよう 。

(4) 民間開発の支援

多額の用地費や建設骰の伴う大規模開発は莫

大な初期投賓が必要となるため、バプル経済崩

壊後の長引く経済低迷期にあって、民間単独で

は、なかなか開発に踏み込めない状況が続いて

いる。このような情勢の中、金城ふ頭地区にお

ける商業・娯楽施設の建設促進を目標年次目指

して進めるためには、開発に伴う初期投脊の軽

減を図り、公共と民間でリスクの軽減・分散を

図ることが必要となるだろう 。

事例でも見られたように公有地を廉価に民間

企業へ貨行したり、第3セクターや行政の外郭

団体が建物を建設したうえで、企業に貨奸する

など公設民営方式の導入も考えねばならない。

また、行政手続きの弾力的な運用や自由な企業

活動を促進するための規制緩和など民間企業の

経済活動を支援する新たな行政上の枠組み再構

築も必要となろう 。

本調査研究は、⑯名古屋都市センターの自主研

究として、関係機関の協力を得てとりまとめた

ものである。
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一
今年4月に当センターに来て市民研究員の担当をしています。市民研

究員 4人が集う打合せの場では、今まで私の知らなかった様々な市民グ

ループの様々な活動が熱く語られています。

従来型の市民活動は往々にして行政批判型で、またそのようなものが

よく新聞等で取り上げられてきました。しかし、今様の市民活動は従来

型とは少し違うようです。行政にも っと目を向けてほしいと思っている

ようです。

行政にも財政的余裕がなく行革が課題となる中で、市民参加について

はどのような側面を重視していくのか、ここしばらく目の離せない話題

だと考えます。
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アーパン・アドバンス 次号予告

【第 15号特集／都市経営の新たな視点】

地方分権整備法やPFI推進法の成立でこれまでの自治体経営はどう変わってい

くのでしょう 。景気低迷で財政危機に瀕した自治体が急増する中、救済策は何な

のでしょうか。次回の特集は「都市経営論」に焦点をあて、自治体再生のための

新しい動きを多角的な視点で取り上げます。キーワードは、分権 ・行政評価 ・
パランスンー ト

貸借対照表・ PFI

アーバン・アドバンス前号

【第 13号特集／私的空間における公共性】

共同空間再生の可能性を求めて・ ・・ ・・・ 筑波大学社会工学系

都市の中間領域と公共性 ・・・ ・・・・・ ・弘前大学教育学部

まちづくりとアート ・・ ・・ ・・・・・・・ アート・フロント・ギャラリー

サンス トリ ート計画 ・・・・ ・・・ ・・・ ・北山創造研究所

東京におけるオープンカフェの立地とデザイン研究 ・東京都建設局

宅地の公共的利用の促進の制度と名古屋での活用 ・名古屋市建築局

ありふれた日常のまなざし・ ・・・・・・ ・フリーライター

サイクリングと都市の持続的発展ーメルボルンー・ ・メルポルン大学大学院土木贋境工学科
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